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議 事 日 程 （第２号） 

 

                            平成３０年９月１０日（月曜日）午前１０時開議 
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    ２４番 吉成伸一議員 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会派代表質問 

○議長（君島一郎議員） 日程第１、会派代表質問

を行います。 

  ここで、皆さんに報告します。 

  公明クラブ、24番、吉成伸一議員会派代表質問

に入る前に、執行部から３番の質問に関する資料

の配付及び答弁時における資料パネル使用の申請、

申し出がありました。会議規則第157条により、

これを許可いたしました。 

  また、１番の質問において、24番、吉成伸一議

員から資料掲示の申し出がありましたので、これ

も許可をしました。 

  それでは、質問通告者に対し順次発言を許しま

す。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 議員 

○議長（君島一郎議員） 初めに、公明クラブ、24

番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） おはようございます。 

  公明クラブ、吉成伸一です。 

  会派代表質問を行います。 

  初めに、このたびの台風21号、北海道胆振東部

地震でお亡くなりになられた方々に対しましてお

悔やみを申し上げますとともに、被災された方々

にお見舞いを申し上げます。一日も早い復興を願

ってやみません。 

  それでは、１、西日本豪雨等から学ぶ災害対応

について。 

  ７月初旬、西日本を中心とした広域で激しい豪

雨により、15府県で225人の方が犠牲となりまし

た。これは、1982年の長崎大水害以降、最悪の被

害となりました。 

  今回の西日本豪雨は、災害が発生した範囲が超

広域で、膨大な雨が長期間続き、河川の氾濫と土

砂崩れが同時多発的に発生し、各地に甚大な被害

をもたらしました。これまでになかった被害の形

態であり、新たな課題を突きつけられました。例

えば、災害が広域化していることで、住民への避

難情報など自治体間の連携が重要になります。 

  ことしは那須水害から20年の節目の年です。改

めて災害に対する備えを確認するとともに、さら

なる災害対応力を高める機会にすべきではないで

しょうか。以下について伺います。 

  ⑴本市の洪水ハザードマップは、ここ数年各地

で発生している豪雨による河川の氾濫時に相当す

る降雨量に対するものになっているか。 

  また、現在ハザードマップはどのように活用さ

れているか。見やすいハザードマップとなってい

るでしょうか。 

  ⑵今回の西日本豪雨から学ぶことの一つに、市

町村単位だけでの避難指示や避難対応をこれまで

は想定してきましたが、災害が広域化しているこ

とで、自治体間の連携が必要となります。本市の
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取り組みを伺います。 

  ⑶災害によっては、指定避難所に適していない

ところがあります。災害別の避難所の指定が必要

ではないでしょうか。 

  また、災害時の避難所運営、避難所の環境づく

りが重要であるとの指摘があります。本市の避難

所運営マニュアル、避難所の環境づくりについて

伺います。 

  ⑷このたびの西日本豪雨からも、事前の備えの

重要性を痛感します。昨年の９月議会でも取り上

げましたが、タイムライン防災（事前防災行動計

画）導入の考えを伺います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） おはようございます。 

  公明クラブ、吉成伸一議員の会派代表質問にお

答えを申し上げます。 

  まず初めに、１の西日本豪雨等から学ぶ災害対

応について順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の本市のハザードマップに関するご

質問にお答えをいたします。 

  現行のハザードマップは、平成25年度に作成を

したもので、当時の想定基準である100年に一度

程度の想定雨量に基づくものとなっております。

自治会を通じて配布したほか、各庁舎や公民館に

備えて、転入者や希望者などにも配布をしている

ところであります。各家庭や施設、店舗等におい

て、災害リスクの把握や避難所の確認等に利用さ

れているものと考えております。 

  また、マップの作成に当たっては、防災の心得、

避難所の位置を初め、浸水想定区域や冠水危険区

域のほか、土砂災害警戒区域などを一体的に表示

するなど、見やすさ、使いやすさなどに配慮をし

たところであります。 

  なお、平成27年の水防法の改正を受け、本年６

月に、栃木県から想定最大規模降雨に基づく浸水

想定区域図が告示をされたことから、今後、この

内容の改定を進めてまいります。 

  次に、⑵の避難指示や避難対応において必要と

なる自治体間の連携に向けた取り組みについてお

答えをいたします。 

  市外及び県外への広域避難対応を行う手順につ

いては、地域防災計画に定めているところであり

ます。また、県内市町間で締結をする相互応援協

定等により、避難所施設の相互利用を初めとした

連携について定めているところであります。 

  次に、⑶の災害別の避難所の指定及び避難所運

営等についてお答えをいたします。 

  本市における避難場所及び避難所は、現在、災

害種別の指定は行っておりませんが、一部の避難

所に関してはそうした指定が必要と思われる箇所

もございますので、早期に実施できるよう取り組

む考えであります。 

  また、避難所運営マニュアルにつきましては、

迅速な避難所開設や安心・安全な避難所運営がで

きることなどを目的に、避難所における組織や運

営等について定めておりまして、避難所の環境づ

くりといたしましては、保健師を配置するなど安

心で衛生的なものとなるよう配慮しております。 

  最後に、⑷の事前の備えとしてタイムライン防

災を導入する考えについてお答えをいたします。 

  タイムラインにつきましては、市や関係機関、

住民の役割を明確にし、対応の漏れやおくれを防

ぐといった効果があるものと考えており、現在、

台風等に伴う集中豪雨を想定したタイムラインの

作成に取り組んでいるところであります。 

  以上、１回目の答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、再質問をさ



－50－ 

せていただきます。 

  まず、⑴についてでありますが、ただいまの答

弁の中で、今回県のほうから示された洪水の浸水

想定区域に関しましては、100年に一度から今回

1,000年に一度という降雨量を勘案して、幾つか

の川に対しての想定が変えられたわけですね。今

回、このハザードマップの見直し、今行うという

ことでありましたが、見直すポイントはどの辺に

なるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） ただいまのハザードマッ

プに対するご質問でございますが、今回、先ほど

市長が申し上げましたとおり、水防法の改正によ

りまして、100年に一度の雨量から1,000年に一度、

つまり想定雨量をふやしたというか、大きくした

というところでございます。 

  ポイントとしては、当然、今までの想定ハザー

ドマップにおきまして想定浸水区域がありますの

で、そこを、イメージとしては広がるという形に

なりますので、いかにこれを改定して住民に周知

するかというところが一番重要なポイントになろ

うかと思います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、実際に現在

の防災ハザードマップですが、先ほど議長の許可

を得ていますのでちょっと示しますけれども、何

種類かある中で、これ東那須地区ということで、

私がそこなんで、広げますけれども、でかいです

よね。このでかさですよね。両面。見やすいとい

うことで答弁があったとは思うんですが、確かに

捉え方によっては見やすいですよね。ただ、これ

を保管するなり、それから常にわかるところに張

り出すとか、そういうことはちょっと不可能です

ね。両面でもありますからね。ですから、今後ハ

ザードマップの改定をする際には、この平成25年

のものと同じつくりにする考えなんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員おっしゃるとおり、

いいものをつくっても、市民がそれを見ていただ

けなければ意味がないわけでございまして、当然、

見直しの中では、一つの、前回はこういう形でや

りましたけれども、自治体によっては冊子にする

とか、あるいはちょっと大きさを変えて見やすく

張れるとか、そういういろいろな工夫をしている

ところもございますので、本市においても改正の

ときには、そういうところを前提に進めていきた

いなというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 本市が発行しています

ごみ分別事典、あれなんか非常に見やすい、そし

て保存版にもなっているわけです。ぜひああいっ

たことも念頭に置きながら、ハザードマップの作

成をしていただきたいなと思います。 

  それをなぜ望むかというと、このハザードマッ

プを実際にあることを知らない市民の方、たくさ

んいるような気がするんです。そこはどう捉えて

いますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） このハザードマップ、25

年につくりまして各戸に配布したわけですけれど

も、その後のフォローというか追跡調査はしてお

りませんので、おっしゃるように、そんなのいつ

配ったのという方もいらっしゃると思います。そ

ういう方が一人でもいなくなるような努力は、市

としてはすべきだろうとは思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 例えば、８月５日号の
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広報なすしおばら、ありますけれども、今回、那

須水害から20年ということで、災害に強いまちと

いう特集が組まれています。日ごろの備えとか書

いてありますけれども、ここに残念ながらハザー

ドマップは載っていないです。ハザードマップが

ありますからごらんになってくださいみたいな、

一言も入っていないんです。これ残念だと思うん

ですが、どうでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員おっしゃるとおりだ

と思いますので、その辺も念頭に置いて市民にＰ

Ｒをしていきたいなというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、次に、これ

までのハザードマップに関して言うと、熊川に関

しては一切ないんですね。でも現実的に、20年前

の那須水害の際には、波立地区で護岸が壊れてい

るわけです。それによって、東那須野中学校から

那須塩原駅にかけて水が流れてしまったという現

実があります。それを考えた場合には、今回、ぜ

ひ熊川に関しても洪水ハザードマップの中に組み

入れていただきたいなと思います。現在、県のほ

うは、この熊川の改修事業やっていますよ。平成

19年から38年までですか。その想定にはちゃんと、

100年に一度ということだとは思いますけれども、

現実的にはそれらを想定しながら、この現在の工

事も行っているという経緯がありますので、その

点いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほどからご質問のハザ

ードマップにつきましては、県の浸水想定区域図

をもとにつくっているわけでございます。現在、

栃木県内に16河川、この想定河川として指定され

ているわけでございますが、あくまでも技術的に、

流域面積が大きい河川を予測が技術的に可能な河

川として位置づけているわけでございまして、な

かなかそういう面でいいますと、熊川については

難しいのかなというふうな感じをしているところ

でありますが、おっしゃるように、今後、洪水予

報河川として追加していただけるように、県のほ

うに折を見て会議の際に要望していきたいという

ふうに感じております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 実際に、河川改修工事

に先立った熊川の想定氾濫解析による浸水区域と

いうのは想定されているわけですよね。ですから、

十分マップにはめ込むことは可能だと思いますの

で、ぜひ県のほうに要望等もよろしくお願いいた

します。 

  それでは、次に⑵の県内市町間で相互応援協定

を行っているということなわけですけれども、で

あれば、今回８月26日に防災訓練を行ったわけで

すけれども、そういった折にも、近隣のそういう

応援協定をやっている自治体との共同歩調という

か、ぜひ那須塩原市の防災訓練にも参加してほし

いと、そういった依頼等は行ってきているのか、

また、やはり年に１回ぐらいの会議なり打ち合わ

せ、そういったものは必要だと思うんですが、そ

の点いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） ことしの防災訓練におい

ては、さいたま市のほうから来ていただきまして、

私どものほうからもさいたま市の防災訓練に参加

したところでございますが、そのほかの県内、特

に近隣の市町村につきましては、常々防災協定を

結んで、避難所の開設であるとか物資の供給であ

るとかは、その協定に基づきましてやるというと
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ころで決まっておりますので、防災訓練において

は特に那須町であるとか大田原市であるとかには、

ご招待というか、そういう形ではとっておりませ

んが、いずれにしても、おっしゃるように、広域

的な災害につきましては、近隣の市町村との連携

というのが必要不可欠になりますので、今後とも

強化に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 了解しました。 

  それでは、⑶に移りたいと思います。 

  先ほどの市長答弁の中に、災害別の避難所とい

うことでは現在行っていないけれども、一部の避

難所については災害別の指定が必要じゃないかと

いう答弁がありました。それはどちらの指定避難

所になりますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） ハザードマップの中の西

那須野地区のハザードマップで、槻沢小学校の一

部が、50㎝以下の浸水想定区域にかかる部分が一

部ありますので、その辺は頭に入れて避難所開設

のところの前提にしたいというふうに思っており

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） そうなった場合には、

代替施設はどちらになりますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） そういった場合の代替施

設としましては、三島小学校であるとか西那須野

運動公園、それから健康長寿センター等が想定さ

れると思います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） わかりました。そうい

ったことを、やはり今答弁でもあるように、明確

に災害別というのも、今後は、そのほかにも考え

なくちゃいけないんじゃないかなと。 

  例えば、もう大洪水が起こっているような中で、

川に隣接しているような避難所が指定されるとい

うのはおかしいわけですよ。そういったことも加

味しながら今後見直しを行うということですので、

しっかりと精査をしていただきたいなと思います。 

  それから、私も今回の８月26日の防災訓練、副

市長とともに、旧寺子小学校のほうに参加をさせ

ていただきました。その際説明を受けた中に、避

難所の１人当たりの避難スペースというのが2.2

㎡だという説明を受けたのですが、実際には、国

際基準のスフィア基準であれば、最低ですよ、最

低3.5㎡が必要だというような見解が述べられて

いるんですが、この2.2㎡の根拠をお聞かせくだ

さい。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員おっしゃるように、

国際赤十字で定めました避難所の最低基準、避難

した方が生活を送る最低基準として、１人当たり

3.5㎡、およそ畳２畳分という形で決められたわ

けでございますが、市のほうの防災計画に、おっ

しゃるように、１人当たり2.2㎡というところで

定めております。根拠については、周りの避難住

民の人数、それから体育館の面積等勘案しまして

つくったわけでございます。根拠としては、おっ

しゃるように、3.5は下回っているわけでござい

ます。ただ、スフィア基準が3.5となっています

が、ただ一遍に、例えば体育館等に押し寄せてき

たときに、なかなかこの基準を守っていくという

のは現実的には難しいのかなとは思いますが、こ

ういう国際的な基準がある以上、それを目指して

何とか努力をしていくというところは間違いない
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ところでありますので、対応は考えていきたいな

というふうに思っているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひ対応していただき

たいなと思います。 

  それから、避難所の環境の件なんですが、これ

までのさまざまな災害から、例えばベッドなんか

も、段ボールを使った少し高目なやつですね、ベ

ッドを導入することによってエコノミークラス症

候群の解消になるとか、それから、許可も出てき

ましたけれども、液体ミルク、こういったものも

やはり子育てのお母さんにとっては大切ですので、

これらについては貯蓄等はあるんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員が今おっしゃった物

資については、現在市では備蓄はしておりません。

ただ、かなりの民間業者と協定を結んであります

ので、そちらから調達という形になろうかと思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、民間との協

定の中では大丈夫だということでいいんですね。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） はい。ただ、液体ミルク

については、まだ国内産というところがないとい

うところで、その辺はちょっと今後検討していき

たいなというふうに思っています。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひ検討していただき

たいと思います。 

  それから、みるメールについてなんですけれど

も、みるメールについても上位カテゴリーという

ことで、命を守る情報、これが新設されたわけで

す。それによって、今回の地震、それから豪雨、

あったわけですけれども、登録者数というのはふ

えたでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） みるメールの登録者数で

ございますが、本年７月に発生しました西日本豪

雨を受けて、私どものほうで、正式発表日は７月

23日に開設をいたしました。８月の新たな登録者

数が683名と、これ数字にしていきますと、実は

みるメールをつくった平成23年の最初の月、

1,035名ほど登録いただいたんですが、それに次

ぐ登録者数ということで、やはり命を守るという

キーワードが、市においても市民においても、今

非常に重要なワードとなっているなというふうに

思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今回のこの、命を守る

情報ということで、市のほうが発信したというの

は非常に大きかったと思います。今後も、もっと

もっと登録者がふえるような努力もぜひお願いを

したいと思います。 

  それでは、⑷のタイムライン防災について。 

  これ前回も、質問を９月にしているわけですけ

れども、その際には久慈川、それから那珂川、県

のほうで組織をして、５年以内にタイムライン防

災については立ち上げるという答弁があったわけ

ですが、現在どこまで進んでいるでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） このタイムライン計画に

ついては、昨年議員から質問、指摘を受けまして、

おっしゃるとおり、協議会の中で５年以内につく

るという前提で進めておるところでございます。 

  今現在、基本的なもの、つまり県のほうのタイ
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ムラインが示されましたので、県と市とそれから

住民のタイムラインの流れは作成したところでご

ざいます。今後は、この中で、市の中の部門別の

詳しい部分の取り決め、それから消防団、自主防

災組織等の関係機関のタイムラインを調整して、

今でいうと４年以内になりますけれども、できる

だけ早い時期につくっていきたいなというふうに

思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） できるだけ早いという

のはよくわかるんですけれども、そこまでいって

いるんであれば、やはり、ことしのさまざまな災

害を考えても、もう来年にはでき上がっていると

いうぐらいのスピード感がないとだめだと思うん

ですが、ちょっといつごろの、目安は立ちません

か。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） おっしゃるように、こと

し台風が何回も直撃しているところでありますと、

一刻も早くというところでございます。なるたけ

早目にというところで、ちょっとお約束はできま

せんが、できるだけ早目にというところでよろし

くお願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひよろしくお願いし

ます。 

  じゃ、最後、結びということになりますけれど

も、２年前に起こった熊本地震、これにおいては、

災害関連死に認定された方が何と211人。これは

実際の地震の直接の影響で亡くなられた方の４倍

と言われているわけです。じゃ原因の、大きな要

因は何かというと、やはり避難所の環境なんです。

先ほども言いましたけれども、やはり国際基準の

スフィア基準というのを、ぜひ今後本市もしっか

りと捉えていただいて、ここにはかなりの指針が

定められておりますので、ぜひそちらを参考にし

ていただいて、避難所の運営もそうですけれども、

環境整備にも努めていただきたいなと思います。 

  以上でこの項の質問を終わります。 

  それでは、２の学校・通学路の安全点検と整備

について。 

  ことし６月18日午前７時58分、大阪府北部を震

源とする最大震度６弱の地震が発生しました。こ

の地震により、登校中の小学４年生の女児が倒れ

てきたブロック塀の下敷きになり命を失いました。

これまでも、地震によるブロック塀倒壊による被

害は何度も繰り返し起こっています。1978年の宮

城県沖地震では、ブロック塀等の崩壊で18人が犠

牲になっています。1981年の建築基準法施行令の

改正によりブロック塀の高さ制限が厳格化され、

控え壁が必要となりましたが、2016年の熊本地震

でもブロック塀の下敷きによる犠牲者が出ていま

す。 

  文部科学省はこのたびの事故を受けて、全国の

学校設置者に対しブロック塀等の安全点検等の要

請を行いました。本市でもブロック塀等の安全点

検が実施され、その結果と今後の対応が示されま

した。 

  また、新潟県の小学２年生の女児殺害事件を受

け、国は通学路の緊急点検を行うことを発表しま

した。以下についてお伺いします。 

  ⑴本市の点検結果によれば、建築基準法に不適

格な工作物やブロック塀等は、学校施設で９校、

12カ所、その他の市有施設では23施設、33カ所で

あったと公表されました。点検方法と点検項目、

通学路上にある不適切なブロック塀等の調査とそ

の対応を伺うとともに、自治体によってはブロッ

ク塀等の撤去に対する補助制度を創設したところ

があります。本市の考えを伺います。 
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  ⑵新潟県西区で下校中の小学２年生の女児が殺

害された事件を受け、国は通学路の緊急点検をこ

とし９月末までに保護者、警察、自治体などが連

携して実施し、地域安全マップの作成、通学路へ

の防犯カメラの設置等の支援を進めるとしていま

すが、本市の対応を伺います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ２の学校・通学路の安全点検

と整備について順次お答えをしてまいります。 

  初めに、⑴の点検方法と点検項目、通学路上に

ある不適切なブロック塀等の調査とその対応及び

ブロック塀等の撤去に対する補助制度の創設につ

いてお答えをいたします。 

  学校施設のブロック塀等につきましては、市職

員が目視による確認を行い、ブロック塀等の高さ

や厚さ、控え壁の有無など、それからまた間隔な

どの項目について、現行の建築基準法上に対する

適合性を点検したところであります。 

  その他の市有施設についても、学校施設と同様

の形で実施をいたしました。 

  また、通学路上にあるブロック塀につきまして

は、民有地にあることから、道路側からの目視に

よる判断となりますが、危険と思われるものにつ

きましては各学校において調査をし、把握をして

いるところであります。 

  対応といたしましては、それらを通学路マップ

に明記し、情報の把握、共有を図るとともに、地

震が起きた際に、児童生徒が自分自身の判断で身

を守り、迅速に避難できるよう指導の徹底を図っ

ているところであります。 

  なお、ブロック塀等の撤去に対する補助につき

ましては、他自治体の動向や国の支援制度などを

考慮し、導入について検討をしてまいりたいと考

えております。 

  次に、⑵の国の通学路の緊急点検について、保

護者、警察、自治体などと連携して実施し、地域

安全マップの作成、通学路への防犯カメラ等の設

置などについての支援の対応についてお答えをい

たします。 

  現在、各小学校等におきまして、中学校や放課

後児童クラブ、見守り活動団体や警察等と連携し、

防犯の観点から危険箇所の抽出を行っているとこ

ろであり、抽出された危険箇所のうち、複数の関

係者との確認、協議が必要な箇所について、速や

かに関係機関と合同点検を実施する予定となって

おります。 

  なお、合同点検の実施に当たっては、通学路マ

ップに危険箇所を明記するなどして、関係機関で

情報共有を図ることを想定をしております。 

  また、合同点検の結果、対策が必要な箇所につ

きましては、関係機関と具体的な対策について協

議をすることになります。 

  なお、防犯カメラの設置につきましては、まだ

国から具体的な支援の内容が示されておりません

ので、国の動向を注視しながら対策を協議する考

えでおります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、⑴ですけれ

ども、今回、学校、それから市有施設に関しまし

て、それぞれ危険箇所を、挙げられているわけで

すけれども、それらの対応については、Ａ、Ｂ、

Ｃ、優先順位を決めて今後行っていくと。既にＡ

に関しては工事に着工しているというような説明

がありました。 

  この中で、優先順位のＣの評価を受けたところ

が17カ所あるわけですけれども、これは明確には

いつとはなっていないわけですね。それについて
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はどのような、今後、対応されるかを伺います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員ご指摘の、市有施設

のＣというふうに位置づけられた17カ所の今後の

対応でございますが、Ｃについては今の建築基準

法に適合していないブロックの中で道路に面して

いないブロック塀等でありまして、Ｂは道路に面

しているというところで今年度中に対応を考えて

おりますが、Ｃについては設計等も含め来年度以

降対応していきたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今回のブロック塀等の

点検に関しましては、先ほどもありましたけれど

も、当然調査項目というのがあるわけです。国の

ほうでは６つほど挙げているわけです。その中で、

６番目は、やはり専門家が見るべきだと。鉄筋の

配筋状態とか、そういったことに対しては、これ

専門家が見ないといけないと。 

  今回、通学路に関しても、ブロック塀等に関し

て目視で調査をしたということでありましたが、

民有地ということもあってなかなか明確には調査

ができなかったということだと思うんですが、今

後に関してはやはり専門家も伴って、実際には目

視であっても、見てもらうべきではないかと私は

思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 通学路のブロック塀とい

うことで、私のほうからお答えしたいと思うんで

すが、先ほど議員さんもおっしゃったように、通

学路にあるブロック塀については民有地というと

ころがあります。これについても、点検の方法と

いうものは外側から目視というところで、建築基

準法に合っているかどうか、高さ、控え壁につい

ては裏側にあると見えないというところなんです

けれども、そのほかに、傾いているものだったり、

ひびが入っていたり、崩れているもの、こういう

ようなものについての点検ということで、確かに

鉄筋については専門家の検査というのも必要にな

るかと思いますが、これについては市の所有物で

ないというところで、所有者のご協力が必要にな

るというところもありますので、今後やり方につ

いては、どのようなやり方ができるのかというの

は研究していきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 特に、その通学路に関

しましては、実際に幾つかの自治体においては既

にブロック塀等の撤去費用の補助制度を導入して

いるわけです。先ほど市長の答弁では、今後、国

の動向であったり、そのほかの自治体の取り組み

について注視をしながら考えていくということで

あったわけですが、間違いなく、このブロック塀

等の撤去への補助制度というのはますますふえて

くるんだろうと思うんです。全国的にも。そうい

った観点を考えると、早い段階での制度導入が求

められると思うんですが、再度になりますけれど

もいかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） おっしゃるとおりでござ

いまして、実はブロック塀の撤去を後押しすると

いうことで、８月29日に国土交通省で発表した資

料の中で、ブロック塀の改修とか撤去について交

付金を防災安全交付金事業の中で基幹事業として

位置づけたいという、そのような概算要求を行っ

たということでございますので、私どもも既に県

内でも２つの市で実施をしております。制度も細

かく調べてございますので、それに向けて、国庫

補助が決まったと同時に、補助ができるような準
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備を進めていきたいというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今、建設部長の答弁が

あったように、私も新聞記事でそれも見ておりま

す。ぜひ、準備ができているということですので、

実際に概算要求、それが通った場合には、いち早

い導入をお願いをいたします。 

  それでは、⑵のほうに移らせていただきます。 

  本市においては、これは全国的にですけれども、

通学路の通行安全対策プログラム、これが以前か

らつくられていまして、一番直近のであると平成

29年のデータによりますと危険箇所は198カ所あ

るということで、これに関しては交通安全の観点

からの危険箇所ということなわけですけれども、

今回の新潟県の事件であれば、これは今度は防犯

という観点からになると思うんですが、実際には

何カ所ぐらいあったんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 議員おっしゃったように、

198カ所というものについては、毎年、これ行っ

ています通学路交通安全プログラム、この中での

危険箇所、主に交通安全上というんですか、自動

車事故、こういうものが起きないようなところで

の危険箇所というところでございます。 

  今回、新潟の事件を受けての点検というところ

については、現在各学校のほうで調査をしていた

だいているところでございます。また９月中に各

学校での点検の結果を出していただくというとこ

ろで、現在調査中ということになっていますので、

件数のほうはちょっとまだわからない状況です。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 実際に９月中というの

が国のほうからも示されて、それに沿って行って

いるということですのでそこは了解するんですが、

実際に危険箇所が出てきたといった場合の今後の

対応ということでは、通学路交通安全対策プログ

ラム、当然これには全て、対応についてもどこが

やるとか細かく載っているんです。その通学路交

通安全対策プログラムに、今回の防犯の観点から

上がってきたものは組み込んだプログラムとする

んでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 当初、この通学路交通安

全対策プログラム、これについては平成24年度で

すか、小学生、児童等の事故が頻発していたとい

うところから、このようなプログラム、やはりこ

れも国のほうから同じように点検をしてプログラ

ムをつくりなさいというようなことで続けている

ものと。 

  今回の防犯についても、同じようなことできて

おります。ただ、関係機関というところになりま

すと、今度防犯になってきますと、またちょっと

部署が違うところもありますので、どのような形

につくっていくかというのも、今回調査をした後

で関係しているところがどのようなところになる

かというのも拾い出しながら、一緒にできれば一

番学校、保護者、関係団体というものも、何回も

手間をかけないで済みますので、その辺のところ

もちょっと検討はしていきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今回、この地震がきっ

かけとなって、学校を初めとするブロック塀等の

対応、そしてまたこういった悲惨な事件が発生し

たことによって、今度は通学路の防犯からの安全

対策、こういったものが望まれているわけであり

ますので、本市にとっても、そのことを重く受け

とめていただいているとは思うんですが、いち早
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い対応を望みまして、この項の質問を終わります。 

  続きまして、３、学校が地域を元気にできる。 

  地域の高齢者、ＰＴＡ、ＮＰＯ法人、民間企業、

各種団体等の幅広い地域住民の参画を得て、地域

全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、

学校を核とした地域づくりを目指し、地域と学校

が相互にパートナーとして連携、協定してさまざ

まな活動を行うことを目的として、地域学校協働

本部が市内３中学校区で設立されています。地域

学校協働本部の活動と、地域と学校のパートナー

シップについて伺います。 

  ⑴３つの地域学校協働本部の活動の内容と、今

後の地域学校協働本部設立への取り組みと、地区

コミュニティーがない学区における対応を伺いま

す。また、どんな課題があるか伺います。 

  ⑵全国的には保護者や地域住民が学校運営に参

画する学校運営協議会を設置したコミュニティ・

スクールの数が、ことし４月現在、全国の公立学

校の14.7％に当たる5,432校に設置されています

が、本市の考えを伺います。 

  ⑶地域の活動（お祭り、盆踊り、運動会など）

に児童生徒の参加は欠かせないものですが、学校

行事と重なることがあります。例えば、地域行事

の年間カレンダーを学校と一緒に策定するなどの

工夫をしてはどうでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ３の学校が地域を元気にでき

るについて順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の３つの地域学校協働本部の活動の

内容と、今後の地域学校協働本部設立への取り組

みと、地区コミュニティーがない学区におけます

対応について、また、どんな課題があるのかにつ

いてお答えをいたします。 

  今年度の地域学校協働本部の活動としては、こ

れまで地域と学校が連携して行ってきた活動を継

続しているほか、新たにコミュニティー運動会へ

の中学生の運営協力や、小中学生、地域の方が連

携した花いっぱい運動などが行われております。 

  次年度以降予定している地域学校協働本部の設

立に向けましては、関係者との協議により準備を

順次進めているところでございます。 

  地区コミュニティーがない学区につきましては、

自治会やＰＴＡ等の協力を得ながら進めていきた

いと考えております。 

  課題といたしましては、地域学校協働本部の活

動に多くの市民が参加するかが挙げられておりま

す。そのため、地域と学校の連携の様子を学校や

公民館のホームページに掲載をし、協働本部の周

知を図っているところであります。 

  また、学校としましては、次期学習指導要領の

実施を踏まえ、地域との連携という視点での教育

課程の見直しもこれからの課題であると考えてお

ります。 

  次に、⑵の学校運営協議会を設置したコミュニ

ティ・スクールについてお答えをいたします。 

  本市においては、今年度から、地域学校協働本

部の設置を初め、その活動を展開する中で、幅広

い地域住民等との参画を得て、地域全体で子ども

たちの学びや成長を支える取り組みを始めており

ます。学校と地域が連携した地域づくりを進める

土壌を醸成し、地域の創生を図るとともに、地域

住民のつながりを深め、学校を含めた地域全体で

未来を担う子どもたちの成長を支えていく仕組み

が整えられる中で、必然的に学校運営協議会の形

がつくられ機能していくことが理想であると考え

ております。 

  今後、順次設置を進める地域学校協働本部の活

動により、地域ぐるみで子どもたちを育てる社会
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づくりを進める中で、学校運営協議会を設置し、

コミュニティ・スクールを整備してまいりたいと

考えております。 

  最後に、⑶の地域行事の年間カレンダーを学校

と一緒に策定するなどの工夫をしてはどうかにつ

いてお答えをいたします。 

  地域学校協働本部においては、地域と学校の双

方向の連携、協働が大切であり、行事予定等の情

報を共有することも必要と考えております。既に

今回設立をされた３つの協働本部では、地域と学

校の行事についてまとめたカレンダーを作成し、

情報の共有化を図っているところであります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、再質問させ

ていただきます。 

  今回、市内３地区において、地域学校協働本部

が設立をされたわけです。先ほど答弁にもありま

したけれども、例えば地域のコミュニティー運動

会、それから花いっぱい活動等で協働で事業を行

っているという説明がございました。 

  実際に地域学校協働活動本部、これらの効果に

ついては、４点、５点挙がっているわけです。 

  １つは、子どもたちにとって期待される効果。

同じように、教職員にとって、それから地域、保

護者にとって、学校にとって、５者ということに

なると思うんですが、まだ始まったばかりですけ

れども、それの事業を通して、どのような効果を

得られたと感じているか、お聞かせください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まだ始まったばかりとい

う部分もありまして、必要によっては即効性のあ

るものも期待するところではありますが、やっぱ

りこれは息が長く根づいていく活動になってほし

いという思いもありますので、すぐに効果を求め

るものでは、私はないなというふうには思ってお

ります。 

  しかしながら、やっぱり、学校と地域がタッグ

を組んで将来の地域を支える人材をつくっていく

という、そういう思いというものが少しずつ共有

され、その必要性を実感してもらえておりますし、

これを触媒として、まだ指定になっていないとこ

ろも含めて、やらなくちゃというそういう機運が

徐々に高まってきている、そういったことを感じ

取っているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 先ほど、冒頭、議長の

ほうから、資料を配っていますというお話があっ

たわけですけれども、それらの資料についての説

明をお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） ありがとうございます。 

  議長の許可をいただきまして用意いたしました。

ただ、お手元にも資料があったほうがよろしいん

じゃないかという議長のアドバイスもいただきま

して、配付のほうもさせていただいております。 

  これは以前、地域学校協働本部というものがあ

るということでお話をしたときのものをさらに少

しわかりやすくして、実は先週、国におきまして、

文部科学省のほうで、コミュニティ・スクールも

含めた会議ございましたので、そのときにいただ

いた最新の資料から抜粋をして、図として示させ

ていただきました。 

  ここにありますとおり、学校と地域が手を取り

合って将来の子どもたちを育てていこうと。ある

いは、こういった活動を通して地域コミュニティ

ーを活性化していこうというのが大きな狙いでご

ざいます。 

  右側にありますとおり、地域におきましては、
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既に指定をさせていただいたところでは、地域コ

ーディネーターを委嘱させていただいておりまし

て、活動が行われてきているところでございます。 

  ここにありますとおり、地域学校協働本部によ

りまして、地域住民、それから団体等による緩や

かなネットワークを構築する中で学校を応援する、

あるいは学校と連携しながら地域において活動し

ていく、そういった取り組みが今後期待されると

ころであります。 

  また、学校につきましては、その窓口として、

学校には現在、地域連携担当教職員が指定をされ

ております。その者とうまく連携を図りながら、

しかも事務取扱の中心を事務局として地域の公民

館に置くというようなことで、地域にも、そして

学校にもバランスよくかかわりを持てる、そんな

仕組みを現在整えてきているところでございます。 

  ただ、那須塩原版というふうに銘打っておりま

すのは、それぞれ地域というものは、昔からの深

いつながりがあったり、人とのかかわりというの

がいろいろありますので、一律に同じような機能

を求めるというのは、すごく難しいというんです

か、仕組みとしてうまく動かないところもあるん

ではないのかなと思っています。 

  ですので、まずは、スタートは既に地域が学校

とかかわっている部分、そういった部分を中心に、

それを大切にしながら、さらに学校側と協議する

中で、どういった活動がもっと子どもたちにとっ

ていいものかということを考えていただける、そ

んなふうにしていくような予定で現在進めている

ところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 我々の手元にあるのは

これ最新の資料ということで、わかりやすく載っ

ているんだと思います。 

  今、教育長の説明をいただいた中で、今回の地

域学校協働本部、そして活動で、大切な部分とい

う、これ組織上の役割だったり、そういった部分

だと思うんですが、一つは地域コーディネーター、

これは地域ということになります。そして学校側

で言えば地域連携教員ということになるわけです。

これらについては、どういった方々がこの役割を

担うのか、お聞かせください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まずは学校側の地域連携

教員でございますが、これは公文書上に位置づけ

るということでございますが、基本的にはこの教

員につきましては社会教育主事の研修を受けてい

る者、社会教育に大変知見を有している者、こう

いった者を各学校におきまして指名をしていると

いうような状況にございます。 

  また、地域コーディネーターにつきましては、

広くこれまで地域のさまざまな活動に積極的にか

かわってこられた、例えば地域のいろいろな団体

とかかわりの深い方、こういった方々につきまし

て、地域のほうからご推薦をいただいて委嘱させ

ていただいたところでございます。 

  いずれにしましても、こういった方々につきま

しては、今後も継続してさまざまな情報を共有し

合ったり、あるいは、ある意味研修というのでは

大変失礼かもしれませんけれども、そういった学

習の機会を継続的に今後持っていくことが必要だ

ろうというふうに考えているところであります。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 実際にそれぞれ、地域

コーディネーター並びに地域関連教員、何人ぐら

いを配置されるんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現在のところ、地域連携
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教員につきましては、各学校で１名の教員を指定

をすると。それから地域コーディネーターにつき

ましては、今のところ中学校区で進めております

ので、学区全体としての考え方ありますが、中学

校あるいは小学校ごとにということもありますの

で、構成している中学校から、各小学校からとい

うことで複数の方にお願いをしているというよう

なことでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） わかりました。 

  その後にまた触れたいと思いますが、では⑵の

ほうのコミュニティ・スクールに関して再質問し

たいと思います。 

  質問の冒頭で、この地域コミュニティ・スクー

ル、そして学校運営協議会、これが今、全国的に

はかなりできつつあるということでありますけれ

ども、実際に、特に学校運営協議会、これができ

た経緯には、やはり昨年３月に地方教育行政法の

改正があって、その中で各教育委員会に対してつ

くるように努力義務化されたと、この点が挙げら

れると思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） コミュニティ・スクール、

それから学校運営協議会という言葉が２つ出てま

いりますので、最初にコミュニティ・スクールと

は何ぞやという部分を理解していただくことが大

切かと思いまして、先ほどの資料の裏面というん

ですか、地域学校協働本部とは別なものの、コミ

ュニティ・スクール、学校運営協議会制度の仕組

みという部分を入れさせていただきました。 

  コミュニティ・スクールという制度そのものは

実は最近できたものではなくて、歴史は大変古く、

いろいろな取り組みをしていく中でそれがふえた

り、あるいはしぼんでいったりというようなこと

を繰り返しながら現在に来たわけでございますが、

まずコアの部分でお話を申し上げますと、学校運

営協議会制度の仕組みを導入した学校をコミュニ

ティ・スクールというふうに呼ぶということでご

ざいます。この学校運営協議会制度というものは、

この図の真ん中にありますとおり、委員、保護者

代表や地域住民、あるいは地域学校協働活動推進

員など地域を代表するさまざまな方々に委員とな

っていただいて、学校運営に関する必要な問題に

ついて協議をするということでございます。 

  ここで重要なことは、先ほど議員の話にもあり

ましたとおり、国は努力義務をこのたび地教行法

の改正の中で課したわけでございます。その大き

な部分は、学校運営協議会の中で校長が示す学校

運営の基本方針についてこの会議の中で承認を得

るということ、これは必須というふうにされてお

ります。ですので、いかに校長が、この学校運営

協議会の中で委員さん方にいかに理解をしてもら

えるようなものを示せるかというところが、学校

としては大変重要なことになってくるわけでござ

います。 

  またこのほか、これは教育委員会規則の中で定

める要綱になってまいりますけれども、学校全般

に関する意見を述べたり、あるいはそのような学

校を実現するためにこういったスタッフが必要じ

ゃないかという意味で、教職員の任用に関するよ

うな意見、こういったものを教育委員会のほうに

意見を述べるというようなことも可能になってき

ているというようなことでございます。そのため

には、当然のことながら、いきなり学校運営の、

つまり学校をどういうふうに回していくか、ある

いは教育課程をどう編成したかというような、よ

り専門的な内容については、いきなりそれを示さ

れてもなかなか理解するのには難しいという部分

があろうかと思っています。そのためにも、地域
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学校協働本部ということで、さまざまな人が学校

とのかかわりをふやしていく中で、学校の様子に

ついても十分理解したり、あるいは学校側も地域

にさまざまなことを開いていく、説明をしていく、

そういったところを踏まえていくことによって、

本当の意味のコミュニティ・スクールとして学校

が動いていくというようなことになるんではない

のかなというふうに考えているところでございま

す。 

  また、このコミュニティ・スクールにつきまし

ては、１校ごとに設置できるし、本市が進めてい

るような小中一貫教育をやっていて、中学校区を

一くくりとしていった場合には、複数校で設置を

するということも可能となってまいりますので、

本市の場合には、今後さまざまな形態が考えられ

ると思います。要は、形ではなくて、それがどう

機能するか、そういったことが大変重要になるも

のというふうに捉えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 初めの答弁の中にもあ

ったように、このコミュニティ・スクール、学校

運営協議会については、現在進めている地域学校

協働本部活動、これらを成熟させていきながら、

その先にコミュニティ・スクールであり、そして

学校運営協議会が設置されるという考えだという

ことだったと思うんですが、実際には、既に

5,000を超える学校でつくられてきているわけで

すけれども、そこにおいては、今教育長の説明も

あったように、それぞれ学校運営協議会の主な役

割ということで３つほど挙げていただいたわけで

すね。 

  では、これらについては、例えば校長先生が学

校運営に関する基本方針を定めた、それに対して

どういった意見が言えるかと。それから、教育委

員会並びに教育長に対しても意見を言うことが可

能だと。それから、教育委員会の規則を定めなく

ちゃいけないでしょうけれども、教員の任用まで

踏み込んだことも言えるのがこの学校運営協議会

だということなわけですけれども、現在の那須塩

原市においては、これら３点にわたっては、言え

るような何か、学校評議員制度であったり学社連

携・融合事業だったりはありますが、それにほぼ

ほぼ近いような組織というのはあるんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 地域住民の方々が学校運

営について意見を述べる機会としてはないわけで

はありませんで、学校評議員制度というものがご

ざいます。ただ、評議員制度というのも合議体で

はなくて、それぞれ個々の委員が個別に学校の運

営について資料をもとに、これはどうなんでしょ

うか、あるいはこんなふうなことはどうなんでし

ょうかというようなことで、校長先生に対して学

校への意見を言うことができるということでござ

います。 

  ただ、今回、この学校運営協議会というのはか

なり、合議体で、大変重いものであろうと私は思

っております。また、校長もさまざまな機会を捉

えて、学校運営について、例えば年度初めに学校

運営の方針等を保護者に対して説明をする機会は

ありますが、なかなか地域の方々に対して説明を

するという機会は、残念ながらそう多くはないん

じゃないのかなというふうに思っております。 

  コミュニティの年度初めの総会の折に、多くの

地区におきましては、地区内の学校の校長先生に

ご案内をしていただけているところもありますの

で、そういった折には、ぜひ短い時間でもいいの

で、ワンペーパー添えて、ことしは本校はこんな

ふうなところに重点を置いて子どもたちの教育に

当たっていきたいと思うんですという、そういっ
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た機会を今後ぜひ各地区において少し考えていた

だけるとありがたいかなと。それを受けて、校長

先生方も非常にわかりやすい学校運営につきまし

て説明をするようになっていくんではないのかな

と思います。そういう手順を踏む中で、この制度

としてしっかりと整っていくんではないのかなと

いうふうに考えているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ただいまの教育長の答

弁、そのとおりだと思います。そういったきっか

けとなるのも、やっぱり地域学校協働本部じゃな

いかなと思うんですね。学校側にもぜひ、教育長

のほうからもそういったことを打診していただき

たいなと、そのように思います。 

  それでは、⑶のほうに移ります。 

  これ、教育長ご存じのことだと思うんですが、

ことしの巻狩まつり、大将鍋出陣式、これまで地

元中学生も参加をしていただいてきた経緯があり

ます。残念ながら、ことしに関しましては、学校

祭と重なってしまって参加ができないということ

です。ということは、裏を返せば、やはり学校と、

それから地域、私もコミュニティの役員ですけれ

ども、がなかなか連携をとれた状態になっていな

かったなということを実は反省をしております。

そういったことも含めて、今回地域学校協働本部

が設立されるに当たって、今東那須野地区も来年

設立に向かって今協議をスタートする段階であり

ますけれども、今回提案したのは、地域の行事カ

レンダー、これは学校行事も含めてです、一緒に

つくっていけばそういったことも解消されるんじ

ゃないかと。既に、地域学校協働本部、３地区に

おいてはつくっているということなわけですけれ

ども、当然ほかはつくっていないということも言

えると思うんで、いち早くこれらについては、教

育委員会のほうからつくったらどうかと打診した

らどうでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まず、今回、市の行事と

学校行事がうまく折り合いがつけられない形であ

ったことは本当におわび申し上げたいというふう

に思っております。最後まですり合わせて、何と

かなるんじゃないのかなということで、私のほう

でも話をさせていただきましたが、その前後に、

結構あの時期はいろいろと週単位で行事が入って

きてしまっておりますので、言いわけになるかも

しれませんが、ある意味カレンダーの、たまたま、

関係でというような部分もあったんではないのか

なと思っております。 

  そういった意味でも、地域のカレンダーという

ものは、そういったものを事前に理解して、うま

くすり合わせをしていくということがとても重要

になってまいりますので、地域学校協働本部の話

が出た時点から、ぜひこれはつくっていってほし

いというようなことを強く私のほうでもお願いを

してまいりました。それで、現在進めております

地区におきましては、試行的な部分もございます

けれども、カレンダーをつくって、地域でそうい

った学校の行事も地域の行事も、うまくすり合わ

せをしていけるようなふうになりつつありますし、

これは、決して地域の指定を待たずとも、これは

ぜひ取り組んでいってほしいなというふうに思っ

ておりますので、積極的にこれは私のほうで働き

かけをさせていただきたいと思っております。何

よりもこれは、つくり上がったものが、もちろん

結果としてはいいものですけれども、そこに至る

まで、いろいろな人たちがテーブルを一つにして、

これどうなの、あれどうなのということで話し合

う場面ができるという、これが一番私は重要なこ

とではないのかなというふうに思っておりますの
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で、これにつきましても積極的に進めていきたい

と思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 特に地域行事なんかに

は歴史もありますので、そういったこともカレン

ダーの中に書き込むということも大切じゃないか

なと思います。期待をしております。 

  結びになりますけれども、学校というのは、例

えば、東日本大震災の際もそうですし、さまざま

な災害の際には避難所に充てられます。そこには

子どもたちが当然避難してきます。それによって、

大人は癒やされますよね。そういった、学校とい

うのは一つ効果がある。 

  それから、地域にとっては学校というのは、学

力をアップさせるだけじゃなくて、地域のつなが

りを強くする、そういった当然、役割、効果が学

校にあるわけです。ですから、今回の地域学校協

働本部、これから全ての学区においてできていく

わけだと思いますが、大いに私は期待を寄せたい

と思います。 

  ただ組織ができただけではなくて、本当の意味

での学校と地域の協働というのが、今後なお一層

進むことを期待して、この項の質問を終わります。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時０８分 

 

再開 午前１１時１８分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、４、放射能

対策について。 

  東日本大震災から７年６カ月が過ぎようとして

いますが、いまだ東北各県の被災地では災害復興

に伴う事業を続けられています。 

  特に、福島県内の７市町村にある避難指示区域

では、区域外の自主避難者も含めて約６万4,000

人の方々が現在も避難を続けています。 

  東日本大震災による東京電力福島第一原発事故

により、本市においても甚大な被害を受けました。

その中でも、指定廃棄物の管理対策はいまだ大き

な問題の一つです。以下について、本市の放射能

対策に対する所見を伺います。 

  ⑴本市の現在の放射能対策は25事業に上ります

が、放射能対策の現状と課題について伺います。 

  ⑵環境省は昨年７月、農家が指定廃棄物を一時

保管している６市町に対し、保管場所の暫定的な

集約と減容化を提案し、那須町の平山町長は同省

の案である市町ごとの暫定管理に賛意を示しまし

た。本市の見解を伺います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ４の放射能対策について、順

次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の放射能対策の現状と課題について

お答えをいたします。 

  本市では、子どもたちの安全・安心の確保を最

優先に、平成23年度から公共施設、住宅、事業所

の除染及び空間放射線量測定並びに食品の放射性

物質簡易検査などの放射能対策事業を実施してき

たところでございます。 

  現状といたしましては、市内317地点の空間放

射線量測定において、７月現在全ての地点で国の

示す基準値である0.23μSv以下となり、自然減衰

も相まって、放射能対策については一定の効果が

図られたものと考えております。 
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  今後の課題といたしましては、現在、除染によ

り発生した除去土壌及び指定廃棄物を現場保管を

しているところでありますが、国の処分方法が決

定次第、適時適切に対応してまいりたいと考えて

おります。 

  次に、⑵の農家が指定廃棄物を一時保管してい

ることに対する本市の所見についてお答えをいた

します。 

  昨年７月に開催されました関係市町長会議にお

きまして、市町ごとに暫定保管する方法が示され

たところであります。 

  本市といたしましても、農家の不安や負担の軽

減につながることから、基本的に賛成ではありま

すが、近隣市町と歩調を合わせながら対応すべき

であると考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ただいま市長から答弁

をいただきました⑴についての再質問を行います。 

  放射能対策に関しましては、課題としては、除

去した土壌、それから指定廃棄物の処分方法、こ

れらが一番大きな課題だということでありますが、

これまで現在も25事業を行ってきているわけです

けれども、今後も、これらの事業については継続

していくのか、また、再考すべき事業というのは

あるのか、あわせてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 今現在、市が行っており

ます放射能事業25事業ございますけれども、先ほ

ど市長が申し上げたとおり、放射能のほうも大分

安定してまいりまして、今後継続していくのか、

あるいは縮小していくのかという議論になるかと

思います。あくまでも、市民の安心・安全の確保

という視点で、継続かあるいは縮小かというとこ

ろを、今後対策本部の中で議論して進めてまいり

たいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ただいまの部長の答弁

から察しますれば、来年度予算の中でそれが明確

に示されるということでよろしいんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） そのとおりでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今考えられる、これま

での25事業の中で、縮小に値するような事業とい

うのは考えられますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 25の中で、例えば放射能

測定器の貸し出しというものについては、今ほと

んど申請がございません。ただ、それを例えば廃

止していいのかというと、やはり安心という点か

ら見れば継続していくのかなという議論もありま

すし、あるいは食品の皆検査についても多分減っ

てまいりましたけれども、依然としてイノシシ等

高いところもありますので、その辺も含めて、そ

の他、それぞれの事業にあわせて個々に検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 十分な検討が必要だと

思いますので、よろしくお願いをいたします。 

  我々議会はこの７月２日に、福島県南相馬市の

総合病院で医師をされています坪倉正治氏を招い

て講演会を実施いたしました。対象としては議員

と職員ということでありましたので、市民の方々

はそこには参加はされておりませんが、やはり改

めて、放射能に対するさまざまな知識を持った専

門家の方々を招聘した講演会等は、私はやはり必
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要じゃないかと思うんですか、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 現在、市では、専門家、

放射能アドバイザーとして４人ほど委嘱をしてい

るところでございまして、平成24年度にシンポジ

ウムを開催して幾つか研修会もやってまいったと

ころでございますが、今後は、直近では具体的に

開催予定はございませんけれども、やはりおっし

ゃったように市民のニーズに合わせて、今後開催

を検討していきたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 先ほどの災害関係の質

問とも重なる部分あると思うんですが、やはり、

この放射能の問題についても絶対に風化させては

いけないわけですよね。その点からいっても、や

はりそういった講演会を開くことは非常に大切な

ことだと思いますので、ぜひ検討をしていただき

たいと思います。 

  それでは、⑵の農家の指定廃棄物に関してであ

りますが、実際にこの稲わらであったり牧草であ

ったり、そういった指定廃棄物を保管している農

家の多くは、本市と那須町ということになるわけ

ですよ。そうなってくると、那須町の平山町長が

既に明確に、今回の国が示した一時保管をそれぞ

れの市町で集約して行う、それを受け入れたと私

は理解をしておりますが、本市としても先ほどの

市長答弁はそのような理解でよろしいんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 那須町で今回、除去土壌の一

時保管集約化に向けた実証の試験がスタートをす

るというふうな話であります。指定廃棄物であり

ます牧草、それから稲わらとは別な形でこれは考

えているという状況でございます。昨年７月に行

われました市町長会議以降、県あるいは国のほう

から正式な形でのそういった会議の開催の連絡が

ございませんので、今後我々としても、県あるい

は国に対して働きかけをしながら、放射性廃棄物、

指定廃棄物、あるいは除去土壌のこれからの対応

について、十分に研究をしてまいりたいと考えて

おります。 

  ただし、那須町さんがそういった形で単独で除

去土壌の保管について動き出したということであ

りますので、その辺のところは十分に町長さんと

連携を図りながら対応をしてまいりたいと考えま

す。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ただいまの市長の答弁

の中に実証実験、那須町、それからもう一カ所は

東海村だったと思うんですが、２カ所で行うとい

うことであります。当初の答弁、そして今の答弁

にもありましたけれども、やはり近隣の方々と歩

調を合わせるということであれば、那須町の平山

町長の考えには賛同するということでよろしいん

ですね。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 那須町の町長さんの判断には

やはり敬意を表したいなと思っておりますし、

我々も同じような形で対応が出てくる可能性もご

ざいますので、そのときには英断をもって対処し

たいと考えます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） この指定廃棄物に関し

ては、実際、農家であれば分散で保管しているわ

けですから、アンケートとれば多くの方は早く撤

去してほしい、集約してほしいという思いは当然

のことだとは思うんですけれども、それが簡単に

いく問題ではありませんので、当然そういった意
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向を十分勘案しながら、最終的には市長の英断、

決断になってくるんだと思いますので、ぜひ近隣

の矢板市長も国の案に賛同するコメントも出して

おりますので、ぜひ歩調を合わせてこの指定廃棄

物の問題に取り組んでいっていただきたいと強く

要望いたしまして、この項の質問を終わります。 

  それでは、５、さまざまな視点からの子育て支

援について。 

  少子化対策・子育てのしやすいまちづくりを目

指し、各自治体はさまざまな施策を導入するとと

もに、新たな事業を模索しています。 

  本市でも、はじめてのふるさとごはん事業や子

育て応援券事業など、本市独自の事業を展開して

います。これまで以上に子育て支援の重要性が求

められます。以下について伺います。 

  ⑴法定外予防接種のロタウイルス、インフルエ

ンザ予防接種等への助成を行っている自治体があ

ります。また、骨髄移植などで抗体が失われた子

どもに小児ワクチン再接種の費用助成を行ってい

る自治体もあります。本市の考えを伺います。 

  ⑵雨でも体を思い切り使って遊べる屋内の子ど

もの遊び場が、県内で整備が進んでいます。本市

でも屋内遊び場整備の調査研究をしていますが、

進捗状況を伺います。 

  ⑶小学生のランドセル、中学生の通学バッグが

重過ぎることで腰痛や肩凝りに悩まされる子ども

がふえているとの指摘があります。教科書を学校

に置いていく「置き勉」を許可する学校もありま

す。本市の取り組みを伺います。 

  ⑷英語検定料の助成を行う県内の市町がふえて

います。助成制度を導入したことで、英検３級以

上の取得率が国の平均22％を大きく上回る結果も

出ています。本市の考えを伺います。 

  ⑸文部科学省は、平成29年度に全国の公立小中

学校を対象に給食の無償化の実態調査を行いまし

たが、本市として分析は行ったのでしょうか。多

子世帯への給食費無償化の検討ができないか伺い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ５のさまざまな視点からの子

育て支援について順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の法定外予防接種のロタウイルス、

インフルエンザ予防接種等への助成及び骨髄移植

などで抗体が失われた子どもへのワクチン再接種

の費用助成についてお答えをいたします。 

  ロタウイルス予防接種、インフルエンザ予防接

種及び骨髄移植などで抗体が失われた子どもへの

ワクチン再接種費用につきましては、現在助成は

行っておりません。しかしながら、独自に助成を

行っている自治体もありますので、今後本市にお

きましても、国・県や他の自治体の動向を踏まえ、

調査研究をしてまいりたいと考えます。 

  次に、⑵の遊び場整備の調査研究の進捗状況に

ついてお答えをいたします。 

  遊び場につきましては、先進地調査として、７

月に足利市と那須町の屋内の遊び場を視察させた

ところであります。 

  今後は、視察内容を踏まえ、遊び場の規模や整

備の手法等について調査研究を進めてまいります。 

  次に、⑶の教科書を学校に置いておく「置き勉」

の本市の取り組みについてお答えをいたします。 

  家庭学習を有効に進めるためには学習に用いる

教科書等は家に持ち帰る必要がありますが、各学

校におきましては、ふだんは学校に置いていって

もよいものを示したり約束を決めて持ち帰らせた

りするなど、児童生徒の負担を軽減するため既に

さまざまな工夫を行っております。 

  次に、⑷の英語検定料の助成に対する本市の考



－68－ 

え方についてお答えをいたします。 

  本市では、他市町に先駆け、平成25年度から中

学３年生全員が「英語能力判定テスト」を、平成

29年度からはリニューアルをされました「英検Ｉ

ＢＡ」を、全額市の負担により受検をしておりま

す。このテストは、生徒が自分の英語力を把握す

ることができるとともに、英検で何級レベルの力

があるかということも判定結果から知ることがで

きます。 

  英語検定は個人の資格取得であり、受益者負担

を原則と考えていることから、助成制度の導入は

考えておりません。 

  最後に、⑸の給食費無償化調査の分析と多子世

帯への給食費無償化についてお答えをいたします。 

  平成29年度に実施をされた学校給食費の無償化

等の実施状況調査によると、小学校・中学校とも

無償化を実施している市区町村は1,740自治体中

76自治体で全体の4.4％であり、そのうち人口１

万人未満の自治体が73.7％を占めることから、無

償化を開始した目的は、少子化対策、定住・転入

の促進など、子どもや人口の増加を期待した施策

の一つではないかと捉えたところであります。 

  また、第２子以降等の多子世帯における無償化

自治体は計104自治体あり、全体の６％という結

果でありました。こちらにつきましては、実施自

治体の人口規模など、詳細は公表されておりませ

んが、保護者の経済的負担の軽減による子育て支

援を目的として実施をされているものと捉えてお

ります。 

  これらのことを踏まえた上で、本市の学校給食

における課題を改めて整理した結果、近年の物価

上昇等により、給食内容の多様性が低下している

状況にあり、給食内容の充実を図るための支援が

より重要であると考えているところから、総合的

に考えまして、多子世帯に対する給食費の無償化

については、現在のところ実施する予定はござい

ません。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、⑴から再質

問をいたします。 

  県内でロタウイルス予防接種、これに対する費

用助成を行っているところが幾つかあります。お

隣の大田原市もその１つです。特に矢板市におい

ては、ロタウイルスといっても２つのワクチン等

があるわけですけれども、ロタリックス、これは

１回１万5,600円かかるそうですが、その２回分

を、そしてロタテック、これ１回１万700円かか

ると、これを３回、全額助成をしております。 

  また、インフルエンザ接種の費用助成というの

も、幾つかの自治体で行っているわけですけれど

も、これも、日光においては、１歳から小学校６

年生、それから中学３年生、高校３年生に助成を、

１回ですけれども、3,500円、行っているという

ことなわけです。この日光市は１歳から小学６年

生ということもすごいなと思いますが、そこに中

学３年生と高校３年生を入れていると。当然皆さ

んおわかりのように受験を控えて、万が一のため

にインフルエンザ予防接種をしなさいと。その際

には3,500円の補助をしますよということなわけ

です。この捉え方、本当にすばらしいと思うんで

すが、もし所見を伺えるならお願いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、法定外予

防接種の他自治体での導入についての所見という

ところなんですが、まず本市の予防接種の基準に

ついて簡単にご説明いたしますと、法定外、法定

予防接種、２種類あるんですが、法定の予防接種

につきましては、予防接種法というもので定めら
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れておりまして、これは必ず市町村がやるという

ことで行っているものでございます。 

  次に、法定外の予防接種、これは実際うちのほ

うではほとんどやっていないんですが、これにつ

いての私どもの基準につきましては、国のほうの

認可を受けました財団法人予防接種リサーチセン

ターという予防接種に関して研究をしている財団

があるんですが、そこの中で予防接種ガイドライ

ンというものがありまして、いわゆる法定外の予

防接種についての基準が示されております。その

基準をかいつまんで申し上げますと、法定外の予

防接種については干渉すべきでないということで

決まっておるところから、本市のほうでは任意の

予防接種に対して助成をしていないというところ

なんですが、ただし、これは原則でありまして、

ほかの自治体でなぜ導入しているのかという理由

もありますが、今後、これにつきましては、科学

的な実証実験に基づきます信頼できる知見と、い

わゆる予防接種を導入するということになれば、

安全性と効果について責任を持たなくてはいけな

いということになりますので、そこら辺のところ

を十分検討して、任意接種については研究してい

きたいと、それにつきましては他自治体の情報も

仕入れまして研究していきたいということでござ

います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今の部長の答弁を伺い

ながら、言われることが理解できないわけではあ

りませんが、やらないための理由を述べたのかな

という気が、つい、してしまいました。 

  市長答弁の中では、国の動向、当然近隣の市町

の動向というお話があったわけでありますけれど

も、とはいってもですよ、実際に先ほど日光を１

つ例として取り上げましたけれども、そういった

対応をされている。ということは、やはり、子ど

もたちを、裏を返せば、大事にしているというこ

とが言えるんだと思います。 

  当然、子育て支援にはさまざまな施策がありま

す。冒頭述べたように、本市独自の事情もあるわ

けですから一概に一緒にはできませんけれども、

ただ、やはり、こと病気ということですので、そ

ういった観点からいけば、こういった予防接種、

法定外であっても、積極的とは言いませんけれど

も、やはり導入する方向で私は進めていただきた

いと思うんですが、再度になって申しわけありま

せんが、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 答弁につきましては、

先ほども申し上げましたように、ちょっと先ほど

の説明でどういう、しない理由を述べたように受

け取られてしまったんですが、決してそうではご

ざいませんで、導入するということになれば、予

防接種に対する効果と安全性というのを最終的に

確認した上で導入しないと、やはり子育て世代に

対して責任が持てないということで申し上げたも

のでありまして、そこら辺のところを科学的な実

証に基づいた信頼できる知見というものを確認し

ながら導入していきたいということで考えてござ

います。 

○議長（君島一郎議員） 市長。 

○市長（君島 寛） 今、保健福祉部長からお話が

ありまして、決してやらないための言いわけでは

ないということはご理解をいただきたいと思いま

す。確かに実施をしている自治体があるというこ

とでございます。我々としても全くやっていない

わけではなくて、我々独自の子育て応援券という

制度がございます。これをやはり予防接種にも活

用できるよという話をしているところであります
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ので、ひとつ実証するということであれば、先ほ

ど部長が申し上げた、安全性あるいは効果、そう

いったものはきちっと把握をした段階でこちらの

ほうに臨みたいというようなことも考えておりま

す。 

  実証するということになりますと、相当の経費

もかかってまいりますので、その辺をどこから捻

出をするかという問題もございますので、そうい

ったものをもろもろ協議をさせていただきながら

検討させていただきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 市長からも再度の答弁

をいただきました。 

  科学的根拠に基づいてという部長の答弁があっ

たわけですけれども、ちょっとへ理屈かもしれま

せんが、子育て応援券が使えると、予防接種に、

法定外で使える。となると、先ほどの答弁とかみ

合わない気がするんです。であれば、当然、子育

て応援券はそこには使ってはだめよというのが本

来じゃないでしょうか。いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 使ってもいい、使えるよとい

うことでございますので、あとは保護者がどうい

った判断に立つかというものがございますので、

その辺のところはご理解をいただければと思いま

す。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、今後この法

定外予防接種については前向きに進めていくとい

う理解をして次に移ります。 

  それでは、全天候型というか、屋内で遊べる遊

び場についての再質問をさせていただきます。 

  以前、齊藤誠之議員であったり、他の議員もこ

の質問をされてきているわけですが、実際に調査

研究を、その際も、やると、先ほども調査研究を

行うということだったわけですけれども、調査研

究はどこまで進んできているんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 調査研究で、今現

在どこまで進んでいるかというようなことでのご

質問でございますけれども、先ほど答弁にもあり

ましたように、７月に足利市とか那須町のほうを

調査させていただきました。その中で、今後整備

するに当たって、いわゆる整備の手法といいます

か、これを民間事業者に自主的に設置してもらっ

てそれに対して補助を出すとか、あとは市が規模

や内容を決めて公募した上でやるとか、市が遊び

場を整備した上で委託するとか、あとは直営でや

るとか、そういったいろいろな整備手法がありま

すので、そういうものを比較検討していくといっ

たところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、実際に調査

研究の結果はいつ公表されるんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） いつ調査結果が出

るかということですけれども、我々としては今年

度末を目途に、規模とか整備手法をまとめて、市

内に遊び場ができるような手法の案というものを

出していきたいというふうには思っています。た

だその中で具体的な話になってくれば、その後に

関係各課との調整というのが入ってくるかなとい

うふうには思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 調査研究結果、今年度

末には出したいということで、初めの答弁にもあ

ったわけですけれども、さまざまな手法があると
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いうことなわけですが、であれば、相当な事例を

そこには列挙した中での報告となるということで

すか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） そうですね、幾つ

かの手法がございますので、それぞれの手法に合

わせた事例、我々が現地調査に行けなくても、そ

ういうふうなもののデータとかネットとかそうい

うもので拾いますので、そういうような拾った中

で比較検討をしていきたいというふうに思ってい

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 何度か私、取り上げて

きているのは、やはりＰＦＩであったりＰＰＰで

あったり、それは検討も多分入るんだろうという

期待はするんですが、実際に報告書が上がってき

て、その先の計画としては、ある程度考えておら

れるんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 今現在調査研究し

ているところでございますけれども、ある程度の

そういうような手法といいますか、そういうふう

な、現実性がないというものでは全く話にならな

いといったところもございますので、その辺のあ

る程度の手法につきましては、具体的なものを持

って取り組んでいきたいというふうに思っており

ます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ということは、今後の

実施計画に、現在は30年、31年の実施計画になっ

ていると思いますが、今後の実施計画にはのせる

ということでよろしいんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 今後の実施計画に

のせるかというところでございます。今現在、ま

だ調査研究しているといったところでございます

し、その報告をもって今後各課との調整という部

分がございますので、今現在、実施計画にのせる

かのせないかというのは後に判断させていただき

たいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、次に小学生のランドセルであったり、

中学生の学習用かばんであったり、そういったも

のが非常に重いということで、答弁に関しては、

既に市内の小中学校でも何らかの対応をしている

ということだったわけですが、具体的にはどんな

対応をされているのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 学校におきましては、学

校の実態に応じてでございますけれども、保護者

宛てに通知を出していたり、あるいは学校のホー

ムページのほうに具体的に示したり、あるいは口

頭で伝えたりというふうな形で、置き勉につきま

しては多くの学校で対応しているということでご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） これ、そうすると、市

内小中学校全ての学校において何らかの方法はと

っているということでいいんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現段階では全ての学校と

いうふうには言い切れません。ただ、今回国から

異例と思えるような携行品についての対応をとい

うようなことで文書も出てきておりますので、こ
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れに基づきまして、学校におきましては実態に応

じた対応をとるようにというふうには指示をさせ

ていただきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 実は我々公明党は、こ

の４月から６月、３カ月間にかけて、４つの大き

な実態調査を行いました。その４つの中の１つが

子育てということで、その中で100万人アンケー

トということでやったんですけれども、そのほか

にも介護、中小企業、そして防災と関係はあるん

ですが、そのうちの子育てに関して、その中で出

てきた意見・要望の中に、この、とにかくランド

セルが重いと、そういった要望があって、何とか

対策を考えてほしい、その一つに置き勉というの

が出てきたわけですね。それで、参議院の文部科

学委員会の中で公明党の国会議員が質問して、じ

ゃ国のほうから、林大臣のほうから、そういった

通達を出しましょうということで今回出たという

経緯があるわけです。 

  それを踏まえて、今全ての学校ではないという

教育長の答弁があったわけですけれども、今後教

育委員会としてこれらの対策を各学校に出してい

くという考えはありますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 基本的には学校に関する

部分でございますので、校長が実態をきちんと把

握して適切な措置をとるというのが基本であろう

と思っておりますが、国からこういった文書も出

ておりますことを考慮して、より適切な対応をし

ていけるように市としてまいりたいと思っており

ます。 

  あわせて、ことしの２月に、国のほうでは学校

教育法の改正について閣議決定をした経緯がござ

いまして、今後教科書も、今のところ法律では紙

のみというふうになっておりますが、今後デジタ

ル化というのもありますので、場合によっては近

い将来、タブレット１つかばんに入っているとい

うようなこともあり得るんではないのかなと、こ

う思います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 我々議会も今ペーパー

レス化を進めようとしておりますので、そういっ

た可能性は大いにあるんじゃないかなと思います。 

  これアメリカの小児学会の研究データなんです

けれども、実際に小学生の体重の10％から20％ぐ

らいが荷物としては限界であろうと言われていま

す。小学校１年生は大体平均21㎏ぐらいと言われ

ていますので、そうなればそこから計算すれば、

やはり２㎏からせいぜい４㎏ぐらいということに

なります。 

  私も隣に孫が住んでいますが、今、小学校２年

生なんですけれども、たまたま夏休み明けという

こともあったんだと思うんですが、荷物をちょっ

とはかったんですが、9.5㎏ありました。ですか

ら、本当にかなり子どもたちには負担になってい

ると思いますので、ぜひ改善をお願いいたします。 

  続きまして、⑷の英語検定についての再質問を

させていただきます。 

  本市は既に、ＡＬＴにおいても英語教育には力

を入れてきた市なわけでありますが、本市の中学

校３年生の英検３級以上の取得率というのはどの

くらいなんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 英検３級という具体的な

ものに関しましては、昨年度でございますけれど

も、228名、市全体では20.2％の生徒が取得をし

たという実績がございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 
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○２４番（吉成伸一議員） 本市に関しましては、

英検ＩＢＡ、これは集団で30人以上でということ

で、１回500円ですかね、ということ、それは全

部市のほうが負担をしているということなわけで

すけれども、全国平均は中学３年生、３級以上と

いうのは、当初にも言いましたけれど、22なわけ

です。それから見るとちょっと低いですよ。それ

は原因としてはこの英検ＩＢＡが関係しているの

かなと思うんですが、今後についても、当初の説

明では英検に対する補助は行わないということで

ありますけれども、近隣がどんどん導入をしてき

た際にはどういう考えになりますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現在受検しております英

検ＩＢＡでございますが、これは議員がお話しに

なったとおり、団体で受けるということが基本で

ございます。その分、実は全員が受検できると、

そして細かなデータ、英検ＩＢＡ ＣＳＥ（Ｃｏ

ｍｍｏｎ Ｓｃａｌｅ ｆｏｒ Ｅｎｇｌｉｓｈ）

というスコアが出てまいりますので、現在その子

がどの程度の英検の受検レベルであるかというよ

うなことも細かくデータとしてバックしてくると。

そんなこともありますので、本市が進めておりま

す英語教育についても、我々とすれば検証もこの

データの中からできるというようなメリットもご

ざいます。また、子どもたちはその実力に応じた

形で英検を受験する目安をこのことから得ること

ができるというようなことでございますので、あ

わせて今後、接続の部分で大学入試改革の中で、

英語についてのレベルをどうするかという部分も

あります。国におきましては、実は英検以外にも

ＣＥＦＲ－Ｊというような検定についても検討を

してきております。これはより第二外国語として

日本人に合った力をテストできるというようなこ

とでありますので、今後この英語の能力について、

どんなふうなスケールでもってはかっていくのが

というのはさまざまなものが今後出てくるだろう

と思っています。そういったことも見据えながら、

現段階としては、本市として進めている部分につ

いて、さらに前に進められるようなものという意

味で現在採用しているということでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 了解をいたしました。 

  最後に、学校給食の無償化についてであります

が、もう時間がございませんので再質問はできま

せんから、一言だけ申し上げたいと思います。 

  子どもの貧困が大きな問題になっていると、そ

ういった観点からいけば、学校給食、全てが無償

化に私は賛成ではありませんが、やはりこの調査

をきっかけとしてもう少し深く考えていただきた

いなと思います。以前の答弁では、子育て支援全

体の中でこの給食費の無償化というのを考えると

いうことでしたので、ぜひとも今後もしっかりと

した検討をしていただければと思います。 

  以上で終わります。 

○議長（君島一郎議員） 以上で公明クラブの会派

代表質問は終了いたしました。 

  ここで昼食のため休憩いたします。 

  午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５８分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◇ 齋 藤 寿 一 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、フロンティアなす

の、20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号20番、フロンティアなすの、齋藤寿一

です。 

  ただいまより、事前通告書に基づきまして、会

派代表質問を始めさせていただきます。 

  まず初めに、１番として、建築基準法不適合ブ

ロック塀について。 

  大阪府北部を震源とする大きな地震が６月18日

朝発生し、震度６弱を観測いたしました。高槻市

では、市立小学校のブロック塀が道路側に倒れて、

通学中の９歳女児が亡くなる事故が発生をいたし

ました。この塀が建築基準法に適合しないと発表

されたことを受け、全国で建築基準法の適合につ

いての確認作業が進められました。そこで、本市

においての点検結果と、今後の対応についてお伺

いをいたします。 

  ⑴学校施設における点検結果と今後の対応につ

いてお伺いをいたします。 

  ⑵市有施設における点検結果と今後の対応につ

いてお伺いをいたします。 

  ⑶これらの予算については、どのような対応を

されるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） フロンティアなすの、齋藤寿

一議員の会派代表質問、建築基準法不適合ブロッ

ク塀について順次お答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の学校施設における点検結果と今後

の対応についてお答えをいたします。 

  学校施設につきましては、点検の結果、現行の

建築基準法に不適格な工作物に該当するブロック

塀等は、９校12カ所でありました。 

  対応につきましては、設置箇所の状況等から、

緊急性の度合いに応じてＡ、Ｂ、Ｃの３段階に優

先順位を設定し、解体撤去等を進めており、緊急

性の高いＡと判断した２カ所及び点検時に対応し

た１カ所の計３カ所につきましては、既に工事を

完了しております。なお、ＢまたはＣと判断した

９カ所につきましても順次対応を進めており、年

内に完了予定であります。 

  次に、⑵の市有施設における点検結果と今後の

対応についてお答えをいたします。 

  市有施設につきましては、点検の結果、現行の

建築基準法上不適格な工作物に該当するブロック

塀等は23施設33カ所でありました。 

  対応につきましては、学校施設と同様に、設置

箇所の状況等から、緊急性の度合いに応じてＡ、

Ｂ、Ｃの３段階に優先順位を設定し、解体撤去等

を進めており、緊急性の高いＡと判断した２カ所

につきましては既に工事が完了したほか、Ｂまた

はＣと判断した31カ所につきましても順次対応を

してまいりたいと考えております。 

  最後に、⑶の予算の対応についてお答えをいた

します。 

  今回の対応に要する費用につきましては、調査

結果をもとに、既に工事に着手しているものと同

様に、予備費による対応か、または補正予算によ

る対応としてまいりたいと考えております。 

  以上、答弁といたします。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 塀の基準は建築基準法

で決められており、宮城県沖地震後の1981年に改

正され、高さ1.2ｍを超える場合は鉄筋を入れる

ことや、塀を支える控え壁を設置することなどが

規模に応じて決められております。法制面からの

古い壁は鉄筋が入っておらず、補強工事が済んで
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いないケースが多いと聞いております。 

  まず、点検の方法とその判断の質疑であります

けれども、先ほどの吉成代表のほうから答弁をい

ただいて聞いておりましたけれども、私も一番心

配をしていたのが、点検の方法が市の職員の目視

による確認、そして損傷状況、あるいはブロック

塀等の高さ、控え壁の有無、あるいは間隔の点検

と、そういうものを市職員が目視で行ったという

ところでありました。 

  しかしながら、先ほどの答弁を聞いております

と、やはり今後、専門家、そういうところに研究

を今後進めていきたいということで安心をしまし

た。ぜひこういう危険性のあるものでありますか

ら、その点も留意して今後対応していただければ

というふうに思います。 

  それでは、先ほど優先順位をＡ、Ｂ、Ｃとつけ

たわけでありますが、これの、いろいろな説明あ

りましたけれども、ランクづけの根拠について、

もう一度お伺いをしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） それでは、学校施設とい

う部分でのＡ、Ｂ、Ｃのランクづけというところ

につきましてお答えしたいと思います。 

  まず、Ａランクにつきましては、第三者が通行

する道路部分に面しているというところのものと

いうことでございます。こちらについては通学路

ということではありませんけれども、第三者が通

るような道路というところで不特定多数の方に対

しての配慮ということで考えています。それから

Ｃ判定というものにつきましては、学校と民有地

との境にあるものなんですけれども、学校の敷地

の中では児童生徒がほぼ近づくことがないような

ところというところでＣ判定としております。そ

れ以外のところにつきまして、学校の敷地内にあ

るもの、これについてはＢ判定というところにし

ております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、今後、改修工事が進められていくわ

けでありますけれども、これに関しては、どのよ

うな工法で行われていくものなのか、お答えを願

いたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず、道路とか民有地、

こういったことの境につきましては、ネットフェ

ンスであったり、目隠しのフェンスというものを

使っていきたいということで考えています。既に

稲村小学校、黒磯小学校の道路に面しているとこ

ろ、これにつきましてはネットフェンスというこ

とで工事のほう完了している部分もございます。 

  それから、Ｂ判定ということで、学校の敷地内

というところなんですが、これについてはプール

の中の通路であったり、目隠しというようなこと

になっていますので、これについては主に目隠し

用のフェンスというものがありますので、そうい

うもので配慮していきたいということで考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  この工法については、どちらかというと外部か

らの目隠しという部分が大半を占めていて、今ま

でも設置されているんではないかなということで、

工法については了解をいたしました。 

  この項目に関しましては、吉成代表もいろいろ

るる聞いておりますので、次の⑵の市有施設にお

ける点検結果と今後の対応について、総務関係で

ありますけれども、お聞きをしたいというふうに
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思います。 

  先ほど、23施設33カ所に対する、教育部と同じ

なんですが、Ａ、Ｂ、Ｃをつけたランクづけの根

拠というものをお示し願いたいというふうに思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 学校以外の市有施設のＡ、

Ｂ、Ｃのランクづけでございますが、まずブロッ

ク塀等が道路に面しているかどうかでまず分けま

した。その中で、特に道路に面するもので緊急性

が高い、つまりちょっとぐらぐらするとか危ない

ものをＡというふうな位置づけ、それ以外のもの

をＢと位置づけました。Ｃについては、道路に面

していないものという形でランクづけをしたとこ

ろでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、このＣランクの17カ所については、

先ほど吉成代表のほうから質問があったわけであ

りますが、現時点では２カ所が工事対応中、そし

て14カ所が年度内に対応、そして17カ所が早期に

対応ということで、先ほど代表のほうがお聞きし

ていただいて、来年度以降になるべく早急に対応

するという答弁をいただきましたので、安心をし

ました。 

  それでは、ここでもう１点だけ再質問させてい

ただきますけれども、民間施設または個人所有の

そういう危険性のある塀に関しましては、当然市

が対応するものではありませんけれども、これら

の私道については市が参入できるのかということ

だけ１点お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員に申

し上げます。 

  通告によりますと、通告は、学校施設、それか

ら市の市有施設ということで、民間の施設につい

ては項目に入っておりませんので、通告に従った

質問に訂正をお願いしたいと思います。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  そういう疑問がちょっとあったので質問させて

いただいたんですが、了解をしました。 

  それでは、この項目を終了して⑶に移らせてい

ただきたいというふうに思います。 

  これらの予算については、どのような対応とい

うことで、先ほどのご答弁の中に、予備費または

補正予算によって対応していくということで、ま

ず今回の学校施設による点検結果によって９校12

カ所への対応を既に実施したもの、これから実施

するもの、そしてまた、市有施設による点検結果

によって23施設33カ所に対する対応ということで

ありますが、これらに対してのそれぞれの事業費

については、総額どのぐらいを見込んでいるのか

お聞かせ願いたいというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず、学校関係のほうな

んですけれども、学校関係のほうについては私の

ほうからお答えさせていただきたいと思います。 

  総額としましては、約4,640万というところで、

既にＡランクということで、終了した部分につい

ては約680万、これから、着手しているところ、

Ｂ、Ｃランクというところにつきましては、約

3,960万というような状況になっています。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 総務部長。 

○総務部長（山田 隆） その他の市有施設につい

てでありますが、まず先ほど申し上げました、も

う既に工事が完了しているＡ２カ所につきまして

は、191万6,000円の予備費を充当しております。

Ｂ以降、Ｃにつきましては、今補正予算対応とい
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うことで今積算中でございまして、金額について

はまだこれからというところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、これらに、それぞれに係る費用の中

で、国からの補助があると思いますけれども、こ

の国からの補助というのはどのような形なのか、

お聞かせを願いたいというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず学校関係のほうの国

の支援ということなんですけれども、新聞の報道

などで、国からの支援というものを考えますとい

うのは国から発表されているところなんですが、

具体的なところの対応についてはまだ確定はして

いないような状況です。ただその中で、国のほう

の制度として学校施設環境改善交付金というよう

なものが制度として使えるのではないかというこ

とで、ちょっとお聞きしているところでございま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 学校施設以外の公共施設

のブロック塀等の補助についてでございますが、

防災安全交付金という制度が国交省の補助でござ

います。２分の１の補助でございますが、これは

耐震化に当たって建物と一緒にブロック塀を直す

場合には補助という前提がございますので、今回

調査いたしましたブロック塀のみというところで

いうと、なかなか補助というのは難しいのかなと

いうところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  学校関係の場合は今後国の補助がされるんでは

ないかということで、今後の動向を見ていくとい

うことで。市有施設に関しては、やはり市の単独

事業になっていくということで了解をいたしまし

た。 

  この大阪府の北部を震源とする地震発生により、

高槻市の寿栄小学校でプールの周囲を囲む高さ

3.5ｍの壁のうち、ブロック８段で組まれた上部

部分、高さ1.6ｍ、約40ｍにわたり道路側に倒れ

た。また、東淀川区では、街路のブロック塀が崩

れ下敷きになり80歳の男性が死亡した事故が発生

したわけであります。 

  平成23年の３月11日に発生した東北地方太平洋

沖地震では、栃木県内で何と１万1,000件以上の

ブロック塀、あるいは石塀の倒壊が発生したわけ

であります。全国建築・コンクリートブロック工

業会では、ブロック塀は、地面から自立している

板状の単純な構造物であり、見かけはしっかりし

ていても、その一部に安全性が欠けると塀全体の

倒壊につながる。危険性があり、特に地震時には

道路側への塀の倒壊は人身への被害はもとより、

道路を塞ぐことにより避難や救助、消火活動など

の妨げになるとされております。 

  今回のこの地震発生による事故に対する対応の

早さには、６月18日朝７時58分に発生をしたわけ

でありますが、その昼に開かれた政府・与党の幹

部による協議会で、公明党の井上幹事長がブロッ

ク塀の危険性を指摘、緊急の点検、調査、工事対

応を要請、これに対して菅官房長官は、全国の通

学路にあるブロック塀を点検するよう関係者に指

示した。全国において早急に対応が図られたわけ

であります。 

  2000年以降の大きな被害をもたらした地震を挙

げても、2000年鳥取西部地震、マグニチュード

7.3、新潟中越地震、宮城沖地震、東日本大震災、

三陸沖地震、熊本地震、大阪北部地震、そしてこ

の質問を出していた最中に６日に発生をいたしま
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した北海道胆振東部地震と16もの大きな地震、記

憶にある地震が発生しているわけであります。今

後もこのような地震が発生するおそれが、今回の

ような整備点検が重要であるというふうに考えて

おります。今回の本市の対応の早さには敬意を表

し、この項の質問を終了させていただきます。 

  次に、大きな２番でありますけれども、塩原温

泉・板室温泉の観光振興について。 

  ＪＲグループ６社による大型観光企画、デステ

ィネーションキャンペーンが、昨年のプレＤＣ、

本年４月から６月にかけての本ＤＣと実施されま

したが、その成果と今後の展望について、また、

今後の観光施策についてお伺いをいたします。 

  ⑴本ＤＣの実施内容と実績についてお伺いをい

たします。 

  失礼いたしました、実積の「積」を糸へんに訂

正をお願いしたいというふうに思います。 

  ⑵来年アフターＤＣとなるが、本ＤＣを参考に、

どのような取り組みをしていくのかお伺いをいた

します。 

  ⑶観光局の今後の取り組みについてお伺いをい

たします。 

  ⑷サンリオ・ハローキティとの今後のコラボレ

ーションについてお伺いをいたします。 

  ⑸観光マスタープランについて、策定のスケジ

ュールとプランのポイントについてお伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ２の塩原温泉・板室温泉の観

光振興について順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の本ＤＣの実施内容と実績について

お答えをいたします。 

  本ＤＣでは、プレＤＣで観光局を中心に展開を

した「いちごとみるくフェア」「朝食イッピン物

語」に、「巻狩鍋フェア」「那須塩原地酒物語」

を加え、地元食をＰＲする４つの企画に取り組ん

だところであります。 

  これらの企画により、市内全域の旅館や飲食店

等との連携を図ることができ、ＤＣ後も継続可能

な地域商品のベースができたと考えております。 

  また、首都圏を中心としたＪＲ各駅には、本市

やこれらの企画をＰＲするポスターが数多く掲示

され、多くのＪＲ利用者の目に触れたものと考え

ております。 

  なお、期間中の入り込み客数は前年比で２％ほ

ど減少、宿泊客数は0.3％の微増となっており、

低調な結果とも捉えられますが、先日、観光庁が

発表いたしました、ことしの４月から６月の国内

宿泊旅行者数は、前年比11％減、栃木県において

も7.2％の減となっており、全国的に観光客の客

足が鈍る中におきましては、本市は健闘したもの

と捉えております。 

  次に、⑵のアフターＤＣの取り組みについてお

答えをいたします。 

  アフターＤＣに向けては、基本的に地元食をメ

ーンとした企画や、市内全域の旅館や飲食店等と

の連携といった取り組みを継続してまいります。

また、より効果的な観光振興に向けた検証と準備

等を観光局と一体となって進めてまいります。 

  次に、⑶の観光局の今後の取り組みについてお

答えをいたします。 

  観光局においては、定期的に観光戦略会議を開

催し、地域の観光関係者とともに戦略を練りなが

ら観光誘客に取り組んでおります。今後も、観光

客の満足度を上げるための季節商品や周遊バスツ

アー等の企画運営を行う品質管理事業、それを効

果的にマーケットに伝えるためのプロモーション

事業に取り組んでまいります。 
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  次に、⑷のサンリオ・ハローキティとの今後の

コラボレーションについてお答えをいたします。 

  サンリオのハローキティについては、年間を通

し最も旅行者が多い夏の誘客戦略として、タイア

ップしたキャンペーンを継続し、定着を図ってま

いりました。ＤＣ企画であるいちごとみるくフェ

アにおいても今年度からタイアップし、さらなる

活用を図っているところであります。今後につき

ましても、幅広い年齢層に人気があるサンリオの

ハローキティを活用し、イメージアップを図って

いきたいと考えております。 

  最後に、⑸の観光マスタープラン策定のスケジ

ュールとプランのポイントについてお答えをいた

します。 

  策定のスケジュールにつきましては、今年度か

ら２カ年を予定しており、今後、地元関係者のほ

か、観光事業者や観光客を対象にアンケートやヒ

アリングを行い、地元と外部の双方の視点から現

状と課題を整理いたします。その後、地元の観光

関係者なども含めた検討委員会を設置し、観光ビ

ジョンや目標などを協議してまいりたいと考えて

おります。 

  プランのポイントにつきましては、本市が観光

の専門組織として観光局を立ち上げ、観光施策を

推進してまいりましたこれまでの経過を踏まえつ

つ、改めて観光ビジョンや推進体制を整理し、計

画的、効果的な観光施策に取り組んでいくための

指針となるものとしたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） ありがとうございまし

た。 

  本ＤＣでは、プレＤＣで観光局等中心に展開し

た、先ほどご答弁がありましたように、いちごと

みるくフェアを初めとする４つの企画に取り組ん

できたわけであります。それぞれの反応、成果に

ついてまずお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本ＤＣで取り組みま

したいろいろな企画についてのそれぞれの反応、

成果ということでございます。 

  まず、いちごとみるくフェアにつきましては、

利用者から大変好評だったというところでござい

ます。アンケートを実施させていただきましたと

ころ、満足とお答えいただいた方が９割というこ

とで非常に好評であったというふうに考えており

ます。 

  また、このフェアに関しましては、本市の観光

情報アプリ、ココシル那須塩原を使ったスタンプ

ラリーなども実施しましたことで、こちらのアプ

リの登録者も大幅にふえたといったことがござい

ました。 

  次に、朝食イッピン物語でございますけれども、

こちらにつきましても観光客からの反応がよく、

宿の朝食を見直すきっかけとなったり、以前から

こだわりを持って提供されていただいた一品を改

めてＰＲすることができたといったような成果が

挙げられます。 

  巻狩鍋フェアにつきましては、初めての取り組

みだったというところでございますが、地元の名

物料理に改めて光を当てることができたというこ

とと、黒磯地区限定で提供していた巻狩鍋を市内

全域に広げることができたといったことが大きな

成果ではないかと思います。 

  ただ、暖かい時期のキャンペーンだったので、

鍋は季節外れではないかといったようなご意見も

いただいたところです。 

  それから、那須塩原地酒物語、こちらも初めて

の取り組みでしたが、きき酒に対する需要があり、
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売り上げ増につながったといった声もいただいて

おります。栃木の酒がうまいといったことのよい

ＰＲになったのではないかというふうに考えてお

ります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） るる、４つの企画につ

いてご説明をいただきました。その中で、観光情

報アプリ、ココシル那須塩原というものが出てき

まして、これに対する事業者の参画数とアプリの

登録者数について、まずお伺いをしたいというふ

うに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 事業者の参画数とい

うところでございますけれども、宿泊施設に限る

と、約、塩原温泉で40施設、板室温泉で10施設の

登録をいただいております。 

  また、アプリへの登録者数なんですけれども、

現在の登録者数につきましては、468名登録いた

だいております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） このココシル那須塩原

に対しましては、宿泊業者の50社ですか、参画、

そしてそれを登録している方々が468名いるとい

うことで、こういうものもやはり、これからはま

すますアクセス数がふえてくるんだろうなという

ふうに思っておりますので、この辺も売り込みの

方法の一つだなというふうに、ふえてきているん

だなというふうに実感をいたしました。 

  先ほど、朝食イッピン物語については、今後取

り組みの中では、日本一の朝食温泉を目指すプロ

ジェクトとして市内42参画施設によって実施をさ

れてきたということでありますけれども、これに

関しましては、例でよろしいので、どのようなも

のを提供されたのかお聞かせ願えればというふう

に思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 朝食イッピン物語の

具体例ということでございますけれども、具体的

に申しますと、硫黄泉の温泉でゆでた黒い温泉卵

ですとか、温泉を使用しました温泉そばの実雑炊

ですとか、温泉湯豆腐、それから地元契約農家で

つくられたコシヒカリ、それから地元産牛乳でつ

くった自家製ヨーグルト、それから季節の野菜を

使った具だくさんのみそ汁といったものです。そ

ういったもの、いわゆる地元産のもの、自家製の

もの、地元旬の野菜を使って毎日違うメニューを

提供するとか、そういったものを旅館によってさ

まざまなこだわりを持って提供したということで

ございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） やはり温泉地でありま

すので、温泉を利用したような一品の提供があっ

たということで。今までも、各旅館、ホテル等で、

そういう自分の自慢できる品物があったわけであ

りまして、それを朝食イッピン物語ということで、

自慢の一品を提供することによって誘客が図られ

るということで。 

  観光局長の木下さんが常々言っていたのは、宿

泊をされて、当然夜の食事等も楽しみであります

けれども、朝、帰られる最後の宿泊をしてチェッ

クアウトをする前の朝食に、ここに趣を置けばも

っと誘客が図られるということで、このものが発

案をされて、朝食イッピンというものが定着をし

てきたんだろうなというふうに思っております。

今後とも、この辺を磨き上げてＰＲをしていただ

ければというふうに思います。 

  国内、県においても、先ほど答弁があったよう
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に、宿泊者数が減少となってきた、市長の答弁で

ありましたけれども、そういう中で微増ではある

が本市においては増となった要因について、お聞

かせを願えればというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 宿泊者の増減の理由

というところでございますけれども、宿泊者の増

減につきましてはさまざまな要因があるかと思い

ます。一概には言えませんけれども、私どもとし

ては、これまで継続してまいりましたプロモーシ

ョン活動、先ほどのＤＣの実績でお答えしました

いちごとみるくフェアなど、観光地や旅館の収客

を促す取り組み、首都圏ＪＲ駅でのポスター掲示、

ＤＣに向けて連動して行った各種メディアを活用

したＰＲといったものが功を奏したのではないの

かというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） ＤＣに関して、いろい

ろな取り組みの中で、那須塩原、特に板室、塩原

温泉に関しましては、努力の結果、県内で落ちて

いる宿泊客数の中で微増でもふえたということで、

今までのＤＣ期間のこの２年間だけではなくて、

今までの成果が上がってきているんだなというふ

うに実感をしました。 

  アンケート、先ほどの答弁の中にありましたけ

れども、９割が非常に満足をされているというこ

とで、私も安心をしましたので、またこのアンケ

ートの内容について精査して、今後もまたアフタ

ーに向けて、そしてその終了後も観光誘客につな

げていっていただければというふうに思います。 

  次に、⑵に移りますけれども、来年のアフター

ＤＣとなるが本ＤＣを参考にどのようにというこ

とで、先ほどご答弁をいただきました。 

  プレＤＣ、そして本ＤＣと成果を上げた背景に

は、観光事業者の努力はもとより、先ほどもご答

弁をいただきましたように、ＪＲ各駅に企画、Ｐ

Ｒポスター等を数多く掲示されたということが、

本ＤＣ期間においてもあったわけなんですけれど

も、いよいよ６月で終了して来年はアフターに移

るわけでありますけれども、アフターに移っても

ある程度こういうものは継続できるのかどうか、

お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） アフターＤＣの期間

中もポスター等の掲示は可能かというところでご

ざいますけれども、基本的にはアフターＤＣであ

っても栃木県内のポスターを掲示いただけるとい

うふうには考えております。ただ、来年がお隣の

群馬県が本ＤＣというところで、非常に近場で同

じようなキャンペーンが始まるというところで、

その辺のところで限られたスペースの取り合いと

いいますか、そういったところで、ことしほどの

露出ができるかどうかというようなところはまだ

わかりませんし、また、ポスターを張るのを決め

るのはＪＲというところですので、ＪＲがどのよ

うに判断されるかというところでございますけれ

ども、本市としましては、引き続き大きなポスタ

ーを張っていただけるように働きかけをし、張っ

ていただけるようなポスターというんでしょうか、

そんなものをつくりまして取り組みを進めてまい

りたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） そうなんですね、来年

が、本ＤＣが温泉100選でも何年も連続で１位に

なっている草津温泉を控える群馬県が本ＤＣを迎

えるということで、その辺がダブるわけで、部長

の答弁にもありましたように非常に近県であると

いうことで、この辺もありますけれども、アフタ
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ーＤＣ、本ＤＣが終わったから終わりではなくて、

今努力をするというような答弁がありましたけれ

ども、ぜひ今後もそういうものをしていただけれ

ばというふうに思います。先ほど、宿泊増につな

がった理由の中に、首都圏ＪＲ駅でのポスター掲

示ということで再質問させていただいたわけであ

りますが、私はこのポスター、首都圏に張られて

いる、各駅、いろいろなところで実施をされまし

たけれども、この占める割合というのは相当大き

なものがあったんではないかなというふうに思っ

ているわけであります。これも、今までの実績、

経験を持つ木下局長のご尽力によって、いろいろ

な場所で掲示をしていただいたという、広告、中

づりとか、これも多分金額にしては相当、何百万、

何千万という単位のものを掲示していただいたん

ではないかなというふうに思って、感謝を申し上

げます。 

  この項を終わりにして、次の⑶に入らせていた

だきます。 

  観光局の今後の取り組みについてということで、

るる答弁をいただきました。企画運営を行う品質

管理事業と効果的にマーケットに伝えるためのプ

ロモーション事業ということで先ほど答弁をいた

だきましたけれども、この２つの事業の内容につ

いてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 企画運営、品質管理

等の中身ということでございますけれども、まず

品質管理事業につきましては、先ほど答弁いたし

ましたとおり、季節ごとの宿泊プラン、あるいは

ＤＣを契機にスタートしました地元食に注目した

４つの企画、それから二次交通としても利用でき

る周遊バスツアーの運行、あるいはお土産品の開

発や普及などにも取り組んでおります。 

  プロモーションにつきましては、主に首都圏に

向けまして、ＪＲや東武鉄道、高速道路のサービ

スエリアなどの交通機関でのポスターやパンフレ

ットの掲示、あるいは新聞や雑誌、インターネッ

トサイトやテレビ、ラジオなどのメディアを活用

した情報発信を行いまして、また外国人向けにＳ

ＮＳやインターネットサイトでの情報発信等を行

っているというところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 品質管理については、

季節ごとのプランを立てたり、周遊バスツアーの

運行などを初めとする企画をしているということ

で。 

  プロモーションに関しましては、各駅、先ほど

も何度も申していますように、パンフレットやポ

スターの掲示、あるいは新聞、雑誌、インターネ

ット、テレビ、ラジオ、そして今全国でこの辺が

引き合いになっておりますインバウンド関係で、

外国人の方々が非常に観光地へ訪れるということ

で、この辺の外国人向けのＳＮＳとインターネッ

ト配信、本当に我々もいろいろなところに、観光

施設を調べてみますと、本当に余り話題にならな

いだろうというような、小さなというか、さほど

という規模ではなくても、例えば、北海道美瑛町

に「青い池」という池があるんですけれども、そ

ういう余り大きな池ではないんですけれども、確

かにコバルトブルーに光った池と、そういうもの

の場所に行くと、すごい外国人、９割以上外国人

が訪れているという、それはやはりこういうもの、

今言ったもので調べて事前に旅行を自分で組み立

てて来ているんだろうなというふうに思いますの

で、今後ともこの辺もプロモーションに関しまし

ても力を入れてやっていただければというふうに

思います。 

  次の⑷のサンリオ・ハローキティとの今後のコ
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ラボレーションについて、お伺いを順次していき

たいというふうに思います。 

  今回、４月１日から９月30日、まだ終了日では

ございませんけれども、期間で実施しているハロ

ーキティがいっぱいの内容と効果についてお伺い

をしたいというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） サンリオ・ハローキ

ティの内容と効果ということでございますけれど

も、こちらにつきましては、サマーキャンペーン

の一環として、ハローキティとみるひぃのフォト

スポットというんですかね、顔出しパネル、そち

らを駅あるいは温泉街の４カ所に設置したほか、

ハローキティのデザインにラッピングした塩原温

泉名物のトテ馬車の運行、そういったこと、特に

ファミリー層が楽しめるコンテンツとしての効果

を狙ったというものでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） それでは、もう１点な

んですが、これは７月１日から９月30日、まだ期

間は終了しておりませんけれども、この期間で実

施を現在しております那須塩原市サマーキャンペ

ーン、ハローキティファミリー・女子旅プランに

ついての内容と効果についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ファミリープラン等

の内容ということですけれども、内容としまして

は、ファミリーや女子旅で宿泊された方にオリジ

ナルハローキティグッズをプレゼントするプラン

でございまして、プレゼントにつきましては毎年

デザインや内容を変えております。ハローキティ

を活用することで、他地域との差別化を図りまし

て、継続をすることで、イメージの定着と認知度

の向上を図っているというものでございます。 

  また、毎年違うオリジナルデザインのプレゼン

トをすることで、毎年来たくなる、来年も来たく

なるといった動機づけを行う効果があるものとい

うふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） このハローキティに関

しましては、先ほどもあったように、本当にお子

さんから若い方、そして年配の方まで人気がある

んです。誰もが知らないようなキャラクターでは

ありませんので、この辺に着目して事業を展開し

ているというのはすばらしい着眼点ではないかな

というふうに思っております。こういうオリジナ

ルのグッズがもらえたり、あるいはそういうとこ

ろでの記念撮影ができたりというものは、夏の若

干弱いところの誘客につなげているんだなという

ふうに思って感謝を申し上げます。 

  それでは、最後に、今後のサンリオ・ハローキ

ティとの契約というのはどのようになっていくの

か、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） サンリオとの契約の

今後ということでございますけれども、基本的に

は今後も観光局においてハローキティのデザイン

の使用契約を継続してまいりまして、ハローキテ

ィの高い認知度と人気を効果的に活用してまいり

たいというふうに考えております。 

  また、活用の仕方としましては、観光分野だけ

でなく、市の地域振興やイメージアップにも活用

の幅を広げていくことを検討しております。具体

的には、上下水道部におきましてデザインマンホ

ールなどの取り組みも行っていただいているとい

うところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 
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○２０番（齋藤寿一議員） 今後の契約については、

随時契約をしていくということで、今まで期間限

定の期間契約だったものが、今後１年の契約とい

うことでよろしいんですね。 

  先ほど答弁があったように、６月の予算に出て

まいりました下水道のマンホールぶたにもこのキ

ティちゃんの使用許可を契約して、板室温泉に１

カ所、塩原温泉に１カ所ということで建設をした

ということで、この辺も、観光だけではなくて、

本市が取り組んでいるハローキティとのコラボと

いうものを、全国、そういうマンホールのふたの

あれを集める方も全国にいるというように、聞い

ておりますので、そういうところも今後大いに、

このハローキティの契約の中でいろいろ活用して

いただければというふうに思います。 

  それでは、⑸の観光マスタープランの策定につ

いて、プランとポイントについて先ほどご答弁を

いただきました。 

  それでは、この那須塩原市観光マスタープラン

策定に当たっての、その目的は何かお伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 観光マスタープラン

のポイントということでございますけれども、観

光産業といったものにつきましては、少子高齢化

を迎えました日本の地方再生の切り札というふう

にも言われております。日本の政府や多くの地方

自治体がその成長戦略の柱として取り組みを進め

ている中、本市におきましてもその重要性を認識

し、さまざまな取り組みを行ってきたというとこ

ろでございます。 

  マスタープランの策定の目的につきましては、

中長期的な市の観光振興に関して基本的な考え方

や方向性について、関係者間の共通認識をさらに

深め、関係者が一体となって効果的で継続性のあ

る観光施策に取り組んでいくための指針としてま

いりたいというものでございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  今年度から２年間での策定を予定しているとい

うことで、これから中身が煮詰まっていくんであ

ろうというふうに思いますので、あとは計画の位

置づけと計画期間についてはどのように考えてい

るのかお伺いをしたいというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 計画の位置づけとの

ご質問でございますけれども、計画の位置づけと

しましては、市の第２次総合計画の部門部計画、

要するに観光部門の計画というふうに位置づけて

おります。策定の期間につきましては、現在の総

合計画の最終年度とお尻を合わせるような形で、

平成32年度から平成38年度までの７年間というふ

うに予定しております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） それでは、この計画の

概要についてお伺いをしたいというふうに思いま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 計画の概要について

ということでございますけれども、計画の概要に

つきましては、市の観光に関する現状と課題、そ

れを踏まえたビジョン、目指すべき姿、あと目標、

数値目標等の設定、それから目標に向けた基本方

針や施策展開、推進体制などを盛り込んでまいり

たいというふうに考えてございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） それでは、その後に来
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る策定の体制について、お伺いをしたいというふ

うに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 策定の体制というこ

とでございますけれども、策定の体制といたしま

しては、観光協会、それから旅館組合、その他産

業関係団体などの地元関係者、それから行政機関、

有識者などによる検討委員会を立ち上げまして、

計画内容の協議を行いたいというふうに考えてご

ざいます。 

  また、検討委員会で検討を行うための基礎資料

の作成、あるいは現状の調査分析等につきまして

は、観光局と連携して行ってまいりたいというふ

うに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） それでは、最後に、策

定に関しましてのスケジュールについてお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 策定の具体的なスケ

ジュールというところでございますけれども、具

体的なスケジュールにつきましては、今年度の中

で、地元関係者等からのヒアリングを行いまして、

来年度早々に観光客や旅行事業者等へのアンケー

ト調査などを行った上で、計画の素案を策定しま

して、７月ごろに先ほど申し上げました検討委員

会を立ち上げて協議を重ね、最終的には来年度の

３月議会に上程したいというふうに考えてござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  この観光プランに関しましては、今年度から２

年間にわたって策定をしていくということで、る

る細かいところは、後ほどまた聞かせていただき

たいというふうに思っております。 

  那須塩原市観光マスタープランの策定について

は、急激な人口減少の社会に突入し、経済規模が

縮小している中、日本政府は観光産業を地方創生

の切り札であり、成長戦略の大きな柱として、大

胆な改革と施策を打ち出している地方においても、

国内外からの観光客の争奪戦は既に始まっており、

今や観光は自治体の生き残りのための大きな戦略

となっているわけであります。このマスタープラ

ンは、平成32年度から平成38年度という先ほど答

弁があった７年間の計画期間であります。観光従

事者にとっては、非常に、大いに期待をしている

ものでありますので、この観光マスタープランが

すばらしい計画となりますことを期待して、この

項について質問を終了させていただきたいと思い

ます。 

  最後になりますけれども、大きな３番、日本遺

産認定による今後の取り組みについて。 

  ４市町が共同で申請した那須野が原開拓浪漫譚

が５月24日、２年越しの挑戦で文化庁から日本遺

産に認定をされました。本市においても、文化、

観光、産業等に大きな期待が持てるこのたびの認

定であることから、今後の計画、展開についてお

伺いをいたします。 

  ⑴今後、活用に当たり、事業計画をどのように

していくのかお伺いをいたします。 

  ⑵大田原市・矢板市・那須町との連携はどのよ

うに進めていくのかお伺いをいたします。 

  ⑶事業費についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ３の日本遺産認定による今後

の取り組みについて、順次お答えをいたします。 
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  初めに、⑴の今後、活用に当たり、事業計画を

どのようにしていくのかについてお答えをいたし

ます。 

  事業計画は、日本遺産認定を受けて、既に文化

庁へ提出をしております。計画の概要は、人材育

成、情報発信、普及啓発、調査研究、公開活用の

ための整備事業などで、今後、この計画に沿った

事業を展開したいと考えております。 

  次に、⑵の大田原市・矢板市・那須町との連携

についてお答えをいたします。 

  今回の認定を受け、６月に広域連携による那須

野が原開拓日本遺産活用推進協議会を設立いたし

ました。その中で、実行組織として、文化振興、

観光振興の２分野のワーキンググループを設置し、

構成市町との共同による事業に取り組んでいると

ころであります。 

  最後に、⑶の事業費についてお答えをいたしま

す。 

  今年度の総事業費については、4,355万4,000円

となっております。 

  この事業は、日本遺産の認定を受けて着手する

ものでありますが、３年間は国庫補助事業として

実施をいたします。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） それでは、順次⑴から

再質問をさせていただきたいというふうに思いま

す。 

  先ほどのご答弁の中でありましたように、事業

計画の概要の人材育成あるいは情報発信、普及啓

発、調査研究、そして公開活用の整備事業につい

ての、るる内容についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 事業計画の中の５つの事

業区分ごと、これについての事業内容ということ

でお尋ねだと思います。 

  まず初めに、人材育成という事業、こちらにつ

きましては、案内ガイド育成のための教本作成、

これを１年目に予定をしております。２年目以降

はその教本をもとにガイド育成のための講座の開

催というものを考えております。 

  次に、情報発信事業につきましては、多言語対

応の観光アプリの構築、それから映像の制作、概

要パンフレットの製作というものを考えておりま

す。 

  また、普及啓発事業、こちらにつきましては、

日本遺産認定を記念した講演会の開催などを予定

しております。 

  また、調査研究事業、こちらにつきましては、

日本遺産を活用した観光戦略立案のための潜在力

調査、マーケティング調査というものを考えてお

ります。 

  また、公開のための整備事業につきましては、

日本遺産に関する情報発信の中心施設というとこ

ろで那須野が原博物館を位置づけておりますので、

こちらのほうの展示物の製作、あるいは構成市町、

こちらのほうに道の駅がございます。そういうと

ころへの電子掲示板などの設置ということで考え

ているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） ありがとうございます。 

  先ほど、るる事業区分の中でご説明をいただき

ましたけれども、１点だけ。 

  情報発信、人材育成の中で、映像制作をしてい

くというような項目がございましたけれども、こ

の辺は具体的にどのような感じのイメージでなさ

れるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 映像制作というものなん

ですが、こちらについては、日本遺産のブランド

力強化のためというものを目的に、認定されまし

た日本遺産、このストーリーあるいは歴史的文化

的価値というものを映像化して、テレビ放送など

を通じて広く魅力を発信していきたいというもの

に使うための映像制作というものを予定しており

ます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解いたしました。 

  それでは、先ほど情報発信、人材育成、あるい

は普及啓発、調査研究、整備事業ということで、

総事業費が4,355万4,000円というようなご答弁を

いただきましたけれども、これについては、それ

ぞれの内訳にそれぞれどういうような配分をされ

て事業を展開されていくのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 総事業費4,355万4,000円

の内訳ということでございますけれども、これに

ついては、補助金の交付決定というものを受けた

額というところで内訳のほうを申し上げたいと思

います。 

  まず、事業費ごとの区分としまして、人材育成

事業、こちらのほうにはおよそ160万ということ

になります。また、情報発信事業、こちらについ

てはおよそ1,725万、普及啓発事業、こちらにつ

いてはおよそ262万、調査研究事業については699

万、整備事業につきましては1,418万、そのほか

事務費としまして92万ほどということになってお

ります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、⑵に移らせていただきます。 

  先ほど、大田原市、矢板市、那須町と本市との

３市１町で連携を図って認定をされたわけであり

ますけれども、６月に広域連携による那須野が原

開拓日本遺産活用推進協議会を設立し、実行組織

としてワーキンググループを設置したとご答弁あ

りましたけれども、その構成メンバーはどのよう

に考えているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） ６月に設置しました推進

協議会、この中で実行組織としましてワーキング

グループを２つ設置したということで、先ほど答

弁のほう市長のほうからさせていただきましたけ

れども、その構成としましては、文化振興グルー

プというものが１つございます。こちらについて

は、それぞれ４つのまちにあります既存のボラン

ティアガイドの団体、あるいは文化財関係の団体

の代表者、それから博物館、それと各市町の文化

財の担当職員ということで構成をしております。 

  また、観光振興グループ、こちらにつきまして

は、それぞれの観光団体、商工団体、農業団体の

担当者、それからそれぞれの町、市の観光担当の

職員で構成ということで２つのワーキングを設置

しております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  この協議会においては、本市の君島市長が会長、

そして３首長が副会長ということで、今後これに

関して運営をしていくんだろうなというふうに思

っております。 

  今後、先ほどご答弁があったように、実行組織

として文化振興、観光振興の２分野で事業に取り
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組まれるというふうにご答弁があったわけであり

ますけれども、先ほど聞きました事業区分の中で、

それぞれ情報発信、普及とありましたけれども、

それぞれどの部分をこの２分野が担当していくの

か、お聞かせを願いたいというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） それぞれのワーキンググ

ループでの担当事業というところでございますけ

れども、まず文化振興グループ、こちらにつきま

しては主に人材育成事業、それから普及啓発事業

という部分を担当ということにしております。 

  また、観光振興グループ、こちらにつきまして

は主に情報発信事業、それから調査研究事業、そ

れから整備事業というものを担当ということには

しておりますけれども、事業の内容によりまして

は文化振興グループ、観光振興グループそれぞれ

が共同で取り組むというような内容も出てくると

いうことで予定しております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） 了解をいたしました。 

  それでは、ここで認定を受けたものの中には、

当然、構成文化財としては、那須塩原が15、そし

て大田原市が７、矢板市が４、那須町が６という

ことで、計32になっておりますけれども、本来は

31なんでしょうけれども、観象台が、北端点が那

須塩原、そして南端点が大田原市ということで合

計32というふうになっておるわけでありますが、

この日本遺産に関して、やはり多くの皆さんにこ

こに来ていただいて見ていただくというような、

せっかく認定を受けたわけですけれども、この中

には個人所有の建築物があって、現在立入禁止に

なっているような施設もあるわけでありまして、

今後そういう、訪れた方ががっかりしないように、

今後所有者との協力体制というのはどのように考

えているのかお聞かせ願いたいというふうに思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 議員ご承知のとおり、構

成文化財の中には立入禁止というものもございま

す。これについては、個人所有のために非公開に

なっているというところもございます。このよう

な施設においても、今回の日本遺産の登録申請に

当たりましては、了解というものを取りつけた上

で、構成文化財ということにさせていただいてお

りますので、日本遺産に対する理解というものは

得られているということで考えております。 

  その中で、構成文化財のうち非公開となってい

るもの、これ一つ別邸というものがございますけ

れども、こちらにおいては所有者のご協力をいた

だきまして、今度の土曜日から始まります那須野

が原博物館での企画展の中で見学会というものを

予定しております。その見学会の際には公開され

るということになっております。ただ、この見学

会については、８月４日から受け付けが始まった

んですが、もう既に定員いっぱいになっていると

いうことで今からはちょっと参加することができ

ないという状況なんですが、いずれにいたしまし

ても、所有者の事情というものもありますので、

この後、どのようなことで協力が得られるかとい

うものは、それぞれ所有者と協議しながら、今回

の企画展でのご協力をいただいたというようなこ

となども含めて、何らかの事業等で協力を得てい

きたいということで考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  一番心配するところがこの辺だったもんですか
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ら、今企画展の中で、募集をかけてすぐに募集人

員を超えるというのはなかなかありませんので、

それだけこの日本遺産の認定に関しての認識、そ

して魅力があるんだろうなというふうに思ってお

りますので、この辺は今回の見学会と同様に順次、

なるべく多くできるような交渉をしていただけれ

ばと思います。 

  それでは、⑶の最後の質問に入らせていただき

たいというふうに思います。 

  先ほど、事業費については4,355万4,000円とい

うふうに報告を受けたわけでありますが、今後、

３年間は国庫補助があるわけでありますよね。こ

の補助率について、来年、再来年とどのような配

分になるのか、お聞かせを願いたいというふうに

思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 今回、日本遺産、これを

活用した事業ということで、日本遺産魅力発信推

進事業というものに、国庫補助事業で取り組むと

いうことになっております。この補助事業につき

ましては、補助率は10分の10ということになって

おりまして、ただその中で一部事務費の持ち出し

というものがございますが、ほぼ補助率が10分の

10ということでできる事業、これが議員ご指摘の

とおり３年間ということになっております。 

  おおむね、１年目が4,000万、２年目が2,000万、

３年目が1,000万というところでの補助対象とい

うことになってきます。ですから、これから出た

部分については、それぞれ協議会での単独事業と

いうような形になってしまいますけれども、一応

補助率としては３年間このような状況になってお

ります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） あと２問ほど質問させ

ていただいて、終了させていただきたいというふ

うに思います。 

  補助率に関しましては了解をいたしました。 

  今後、この事業を進める中で、ガイド教本作成

や観光アプリの構築などは構成市町共同によって

パンフレット化できるわけでありますけれども、

本市の持っている博物館の整備員などは、市有独

自のものは各市町であると思いますけれども、こ

の辺の配分等はどのように、お考えのもとに進め

られていくものなんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず先ほど、ちょっと申

し上げました施設整備の中で、那須野が原博物館

の展示物の整備ということなんですが、これにつ

いては協議会事業として、中心施設ということで

博物館を位置づけているというところで、各市町

のご理解をいただいた中で展示物の整備をしてい

きたいということで考えております。 

  その後、ほか構成文化財の整備であるとか、那

須野が原博物館の施設の整備であるとかというも

のについては、今回の補助対象という事業費には

含まれておりませんので、それぞれのまち独自で

やはり考えていかなくちゃならないと。その中で、

今回の日本遺産、これの認定を受けた中で組織し

ました協議会、この中で一つの方向性を見出しな

がら、それぞれのまちがその方向性に向けて整備

していくという考え方で進めていければと考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  最後の質問になりますけれども、先ほど、３年

間の国庫補助の中で、本年が約4,000万円、そし
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て来年が2,000万円、そして再来年が1,000万円の

３カ年の補助事業であるということで、この国か

らの補助事業が終了した後は、この構成市町の中

で予算を計上して、これの３年間で、日本遺産の

認定で終わりということではなくて、これからが

本当に売り出すところでありますので、この３年

間の補助事業が終わった後には、構成市町ではど

のように予算組みをしてやっていくのか、その１

点だけ最後にお聞かせ願いたいというふうに思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） ３年間の国庫補助が終了

した後、予算計上をどうしていくのかということ

だと思いますけれども、最近国のほうで出してい

ます地方創生の交付金であったり補助金というも

のについては、おおむね１年目が半分ぐらい、２

年目がその半分、３年目がまたさらに半分、３年

ぐらい過ぎると４年目以降は自走しろよというの

が通常の補助事業であったり交付金の事業という

ことになっています。 

  この補助事業についても同様の考え方で、国の

ほうでは４年目以降はそれぞれの協議会であった

り各市町のほうで自走できるように事業のほう進

めてもらいたいというのが趣旨でございますので、

この３年間の中で、先ほど申し上げました各種事

業のほうに取り組みながら、それぞれのまち、あ

るいは協議会が自走できるような形で進めながら、

それぞれのまちでお互いに予算のほう調整しなが

ら要求して計上ということで進めていければと思

っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 20番、齋藤寿一議員。 

○２０番（齋藤寿一議員） わかりました。 

  本市の君島市長が協議会長ということでありま

すので、この辺も連携をとって予算組みをして、

日本遺産のものを大いに活用していただきたいと

いうふうに思います。プロモーション事業等につ

いては、後日、一般質問で森本議員がお聞きしま

すので、私の質問はこの辺で終了させていただき

たいというふうに思います。 

  日本遺産とは、地域の歴史的魅力や特色を通じ

て、文化、伝統を語るストーリーを日本遺産とし

て文化庁が認定する制度であります。ストーリー

の構成要素となる文化財部分を総合的に整備、活

用することで、観光資源として積極的に国内外へ

発信し、地域活性を図ることを目的とするもので

あります。文化庁は、東京オリンピック開催の

2020年までに約100件程度を目指しており、平成

27年度からの３カ年で54件がこれまで認定をされ

てきました。平成30年度の認定を合わせると、67

件が認定となってまいりました。 

  那須塩原市は、大田原市、矢板市、那須町と共

同による、近代開拓史遺産日本遺産認定推進協議

会を設置して、明治期の華族農場を中心とする那

須野が原開拓の歴史をストーリーとしてまとめ、

平成30年２月に文化庁に申請をして、５月24日に

認定がおりたわけであります。栃木県からの認定

は、以前に足利市が水戸市、備前市、日田市との

シリアル型の認定を受けております。今回、大谷

石文化の宇都宮市と本市が選に選ばれたわけであ

ります。わずか140年前まで人の住めない荒野が

広がっていた日本最大の扇状地那須野が原、明治

政府の中枢にあった貴族階級は、この地に私財を

投じて大規模農場の経営に乗り出しました。この

日本遺産は、文化庁が認定をし、今までは文化財

としての位置づけから国内外へ発信し、東京オリ

ンピックを機に、観光資産としての積極的な考え

が盛り込まれてきたわけであります。 

  本市においても、塩原温泉、板室温泉を中心と
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して、観光関係者と観光局、またタイアップをし

て誘客を図る仕組みづくりをしていただくよう申

し上げまして、私、フロンティアなすのの代表質

問をこれにて終了させていただきます。 

  ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で、フロンティアな

すのの会派代表質問は終了いたしました。 

  以上で、会派代表質問通告者の質問は全て終了

いたしました。会派代表質問を終わりたいと思い

ますが、異議ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎議員） 異議なしと認めます。 

  会派代表質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ２時１５分 


